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団体概要：　　　認定NPO法人キープ・スマイリングは、
　　　　  　　　入院する子どもと家族が笑顔を失わずにいられる社会の実現を目指し、
　　　　  　　　2014年に設立されました。付き添い家族への生活支援をはじめ、
　　　　  　　　小児病棟への環境改善支援、実態調査・政策提言、
　　　　  　　　企業や市民と連携した支援活動などを全国で展開しています。
　　　　  　　　「ひとりの付き添いを、みんなの寄り添いに。」を合言葉に、子どもと家族、
　　　　  　　　そして小児医療に関わるすべての人が安心して過ごせる
　　　　  　　　社会づくりに取り組んでいます。
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本白書の作成にあたり、全国1,198名の付き添い経験
者の皆様、242施設の小児医療関係者の皆様に、ご多忙
の中ご協力いただきました。率直な声をお寄せくださっ
たすべての皆様に、心より感謝申し上げます。

また、本白書の制作にご協力くださった皆様、調査広報
にご協力くださった日本小児科学会、日本小児総合医療
施設協議会（JACHRI）、小児科チェアマン会議の皆様、
そして活動を支えてくださる会員・寄付者・ボランティア
の皆様に深く御礼申し上げます。

本白書には、入院中の子どもたちと家族、そして日々現
場で向き合う医療者の声が込められています。

調査から見えてきたのは、家族が今なお「食べられない・
眠れない・目が離せない」という状況の中で付き添って
いる現実です。一方で、医療現場もまた、人材や財源の
制約の中で、家族を支えたいという思いと現実との間で
葛藤していることがわかりました。

制度は前に動き始めています。しかし、その変化がすべ
ての現場に届くまでには、まだ時間がかかるかもしれま
せん。

それでも今回の調査では、付き添い環境の改善に向けて
動き始めた病院や自治体の姿も数多く見られました。
「安心して付き添える、安心して離れられる」環境の実現
に向けて、確かな変化の兆しは生まれています。

課題が見えるからこそ、変えることができます。

国、自治体、病院、企業、支援団体、そして私たち一人ひ
とり。それぞれができることがあります。

この白書が、子どもが入院しても、子どもと家族みんな
が笑顔を失わずにいられる社会への一歩となることを
願っています。

認定NPO法人キープ・スマイリング理事長　光原ゆき

本冊子はPo l i c y  F u n d「山本正喜ポリシー基金」の支援を受け制作・発行いたしました。
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子どもの入院における付き添いの実態とこれから



子どもが入院しても、
子どもと家族みんなが
笑顔でいられる社会へ。

目　次

2009年、長女が出産と同時にNICUに運ばれた夜のことを、

私は今もよく覚えています。個室に移ってから約半年間を病院

でともに過ごした日々。そして、先天性疾患を持ち、入退院を繰

り返しながら生後11か月でこの世を去った次女のこと。あの頃

の私は、ベッドサイドで何を食べていたのか、今も思い出せない

くらいです。

退院後、同じ経験をしたお母さんたちに出会い、わかったことが

ありました。付き添いの孤独と過酷さは、私だけのものでは

なかった。そしてそれは、何十年も前から、ほとんど変わって

いなかったのです。

一方で、私はたくさんの笑顔にも出会いました。

病院という非日常の場所であっても、親子の日常がなくなる

わけではありません。手をつなぐこと、絵本を読むこと、不安な

気持ちに寄り添うこと。そうした時間は、入院中であっても変わ

らず続いています。

眠れない夜が続いても子どもの前では笑顔でいようとする親。

忙しい業務の合間に家族を気遣う医療者。そして、点滴をつけ

ながらもプレイルームで笑い合う子どもたち。

入院生活は決して楽なものではありません。それでも、多くの人

が誰かを思い、支え合いながら日々を過ごしています。

だからこそ私は、「仕方ない」で終わらせたくありませんでした。

2014年にキープ・スマイリングを設立してから12年。2022年

には付き添い家族を対象とした大規模調査を実施し、厚生労働

省記者クラブでの発表や国への要望活動を行いました。

当時の調査では、付き添い家族が「食べられない・眠れない・

目が離せない」という過酷な状況に置かれていることだけでな

く、「付き添わなければならない」状況や、家族が看護や見守り

の一部を担い、小児医療が家族の支えによって成り立っている

現実も明らかになりました。

その後、付き添い家族の声は少しずつ社会を動かしました。

国は診療報酬改定や付き添い環境改善に関する補助事業の創設

という形で応え、小児医療関連学会からも付き添いに関する見解

が発表されました。子どもと家族が置かれている現状を、多くの

方々が自分ごととして受け止めてくださり始めています。

家族が安心して子どものそばにいられる付き添い環境があること。

そして必要な時には安心して離れることもできる医療体制が

あること。

その両方を支える取り組みが、少しずつではありますが生まれ

始めています。

本白書は、当事者1,198名と医療機関242施設が寄せてくだ

さった声とデータを、社会へ届けるためにまとめたものです。

数字の向こうには、一人ひとりの子どもと家族の暮らしがありま

す。そして、その子どもたちと家族を支えようと日々奮闘する医

療者の姿があります。

私たちは、付き添いそのものをなくしたいわけではありません。

子どもにとって家族はかけがえのない存在です。病気や入院と

いう不安の中で、家族の存在は子どもに安心をもたらし、治療に

向き合う力になります。

現実を知ること。声に耳を傾けること。そして、自分にできる一

歩を考えること。その積み重ねが、子どもと家族を支える社会を

つくっていくと信じています。

家族だけでも、病院だけでも支えきれないものがあります。だか

らこそ、社会全体で支える仕組みが必要です。

この白書が、誰かの「知るきっかけ」となり、「動き出すきっかけ」

となることを願っています。

ひとりの付き添いを、みんなの寄り添いに。

子どもが入院しても、子どもと家族みんなが笑顔でいられる社会へ。

目次

歴史から学び、未来を考える

▶  第１章；当事者調査　子どもの入院は、家族に何をもたらしているのか

　  変化の全体像̶̶制度は動いた。その変化は付き添う現場に届いたのか。

　  付き添いの実態̶̶続くケア負担と選択の課題

　  生活環境̶̶食・睡眠・体調・入浴の現実

　  経済・仕事への影響――経済的不安の高まり

▶  第２章：病院調査　病院から見た付き添いの実態と課題

　  病院が感じる付き添いの価値と現実――付き添いはプラスの効果あり

　  小児病棟で行われている付き添いの実際――家族に期待される役割と、その限界

　  付き添い家族の生活環境――食事・睡眠、そして家族とのつながり

　  小児病棟の人材配置の現実――支えたいのに支えきれない　

　  制度の変化は現場に届いているのか――診療報酬改定・補助金創設の影響

▶  第３章：現実を変えるために　なぜ変わらないのか、どうすれば変わるのか　

　  制度・政策の動き

　  なぜ現場は変わらないのか――当事者調査と病院調査から見えた５つの課題

　  付き添い入院問題の全体像と改善への方向性――子どもと家族が安心して過ごせる療養環境の実現に向けて

　  子どもから見た付き添い̶̶かつて長期入院していた子どもたちの声

　  子どもと家族を支える環境を考える̶̶海外の小児医療から見えるもの

▶  第４章：未来へのアクション　変化は、すでに始まっている

　  みんなで支える̶̶それぞれにできる一歩

　  付き添い環境改善に取り組む病院の実践事例̶̶全国の小児病棟から届いた、４つのチャレンジストーリー

　  子どもが入院しても、子どもと家族みんなが笑顔でいられる社会へ̶̶キープ・スマイリングの取り組み
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歴史から学び、未来を考える

「付き添い入院」の課題が社会的に注目されるようになってから、この数年で制度や環境は少しずつ動き始めて
います。しかし、その背景には長い歴史があり、現在の付き添い環境もまた、その積み重ねの上にあります。

これからの付き添い環境を考えるためには、現状や課題だけでなく、「なぜ日本では家族の付き添いが続いてきた
のか」を知ることも大切です。

本章では、小児医療と付き添いの歴史を研究されている武庫川女子大学の藤田優一先生にご寄稿いただきました。
歴史から学び、未来を考える。その視点から、本白書を読み進めていただければ幸いです。

藤田 優一（ふじた ゆういち）
武庫川女子大学 看護学部 看護学科 教授。専門は小児看護学。
こどもの入院環境や家族の付き添い入院について研究を続けている。
自身も我が子の入院を通して付き添いを経験しており、研究者、看護師、
そして親の立場から、より良い入院環境について考え続けている。

付き添い入院の歴史

なぜ今、変わろうとしているのか
―歴史から考える、これからの小児医療―

藤田 優一
（武庫川女子大学 看護学部 看護学科 教授）

付き添いとは何か

なぜこどもが入院するときに付き添いをするのか

昔は大人の入院でも付き添いがあった

　一般的に「付き添い」とは、入院している患者のそば

で家族が寝泊まりして、身の回りの世話することを指し

ます。こどもの入院では、親がこどもと同じ病室で寝泊

まりしながら、食事の介助や寝かしつけ、見守り、遊び

相手などをすることを示します。

　付き添いにはさまざまな意味が含まれています。病気

や治療によって不安を感じているこどもにとって、親が

そばにいてくれることは大きな安心につながります。ま

た、親にとっても、我が子が苦しんでいるときにそばで

見守ることができるのは大きな安心につながります。

　一方で、病院によっては親が入院中のこどもの世話

を担うことが前提となっている場合もあります。そのた

め、「こどもの安心のために親がそばにいること」と、

「親が食事や排泄などの身の回りの世話を担うこと」

が、同じ「付き添い」という言葉で語られてきました。

この二つは似ているようで意味が異なります。この違い

を理解することが、付き添いをめぐるさまざまな議論や

もやもや感を考えるうえで重要になります。 

　病気になったこどもにとって、入院は大きな出来事で

す。病気の症状がつらいだけではなく、慣れない環境、

慣れない人の中で過ごし、採血や手術など痛みや恐怖

を伴う検査や治療を受けることもあります。

　そのような中であっても、こどもにとって親は最も安

心できる存在です。病気でつらいときに親がそばにいて

くれるだけで、不安や恐怖が和らぎ、大きな心の支えと

なります。こどもは親と一緒に過ごすことで安心感が得

られ、治療や療養にも前向きに取り組みやすくなります。

　また、親にとっても同様です。我が子が苦しいときに、

そばで様子を見守り、声をかけ、手を握ることができる

だけで安心できます。こどもの入院は、こどもだけでな

く家族にとっても大きな出来事です。そのため、付き添

いには、こどもの安心だけでなく、親自身の安心にもつ

ながる大切な意味があります。

　実際に世界的にも、こどもの入院において家族の存

在 は 重 要 で あ ると 考 えられ て い ます 。現 在 で は 、

「Ch i l d  a n d  F am i l y - C e n t e r e d  C a r e（こどもと

家族中心のケア）」という考え方が広く普及していま

す。これは、こどもをケアの中心に据えるとともに、こど

もを含むひとまとまりの家族全体をケアの中心として捉

える考え方です。この考え方では、医療者が一方的に治

療やケアを提供するのではなく、こども・家族・医療者

がパートナーとして協力しながら、こどもの健康と成長

を支えていくことを重視しています。

　そのため、家族は単にこどもの世話をする存在では

なく、こどもを支える大切なパートナーであると同時

に、看護ケアの対象としても考えられるようになりまし

た。近年では、こどもだけでなく家族のw e l l - b e i n g

（身体的・精神的・社会的に良い状態、幸福）にも目を向

け、家族が安心してこどもを支えられるように、付き添

いの環境を整えることの重要性も広く理解されるよう

になりました。

　これらのように、こどもが入院した際の付き添いに

は、こどもと家族の安心を支えるという大切な意味があ

ります。

　現在では、大人が入院するときに家族が患者の世話

をするために病院に泊まり込むことはほとんどありませ

ん。しかし、1990年代までは大人の患者にも身の回り

の世話をすることを目的とした付き添いが広く行われ

ていました。
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　それでは、なぜこどもの入院では付き添いが残った

のでしょうか。その大きな理由の1つとして、こどもの看

護には大人の看護以上に多くの時間と人手が必要だと

いうことがあります。

　乳幼児は一人で食事や排泄などの日常生活を行うこ

とができません。また、年齢や発達段階に応じた関わり

や遊び、不安への対応、安全を守るための見守りも必要

です。ベッドから転落しないように見守ったり、廊下を

走って転ばないようにしたり、点滴を嫌がって抜いてし

まわないようにしたりと、こどもの入院には大人にはな

い配慮が求められます。

　谷村の研究では、入院しているこどもに必要な看護

の時間は、成人患者の約2 . 1倍であることが報告され

ています¹）。しかし、日本の病院で定められている看護

師の配置基準は、基本的に成人患者を基準として整備

されてきました。つまり、こどもには大人以上に手厚い

見守りやケアが必要ですが、病院の人員体制だけで対

応するには限界がありました。その結果、1 9 9 4 年に

「新看護体系」が導入されて30年以上たった現在でも、

多くの病院で親に付き添いを依頼せざるを得ない状況

が続いてきました。

　近年、付き添いをめぐる状況は大きく変化しました。

2017年に「#病院の付き添いを考える」というハッシュ

タグを用いた当事者発信がTw i t t e r（現X）上で広がり

ました。また、メディアにおいても「病児の付き添いで病

院に24時間缶詰め それって人間的ですか」（ハフポス

ト）として取り上げられるなど、付き添う家族の負担が

社会的関心を集めるようになりました。さらに、NPO法

人キープ・スマイリングが2022年に実施した実態調査

などにより、付き添う家族が十分な睡眠や食事を確保

できず、体調を崩しながら付き添いを続けている現状

が明らかになりました³ ）。

　こうした声を受けて、国も動き始めました。20 2 4年

度の診療報酬改定では、付き添う家族の睡眠や食事な

どの生活環境に配慮することが求められるようになり

ました。加えて、2 0 2 5年の母子保健対策関係予算で

は、「入院中のこどもの家族の付添い等に関する環境改

善事業」が新たに設けられました。

　2024年には日本小児科学会が、こどもと家族の希望

を踏まえ、「付き添いあり」「付き添いなし」のどちらも

選択できることが望ましいとの見解を公表しました⁴ ）。

さらに2 0 2 5年には日本小児看護学会も見解を示し、

入院中であっても、こどもには家族や大切な人と一緒

に過ごす権利があり、こどもだけではなく家族も看護ケ

アの対象であること、家族のwe l l - b e i n gにも目を向

ける必要があること、医療者と家族が互いの考えや思

いを共有しながら協力してこどもの成長や発達、健康を

共に支えていくことの重要性について提言しています⁵）。

　戦前から戦後しばらくの間、日本の病院には十分な

数の看護師が配置されていませんでした。そのため、入院

患者の食事や身の回りの世話は、家族（主に妻・娘）や、

付添婦と呼ばれる職業的な付き添い人が担っていました。

　その後、「患者の療養生活を支えるのは看護師の役

割である」という考え方が広がり、家族や付添婦に頼ら

ない看護体制を目指した制度改革が進められました。

1994年には、付き添いを前提としない看護体制である

「新看護体系」が導入され、さらに1997年には、付添婦

に支払った費用の一部を健康保険から受け取ることが

できた「付き添い看護制度」も廃止されました。

　このように、日本の医療制度は「入院中の患者の世

話は医療者が担う」という方向へ大きく舵を切り、大人の

入院では付き添いが前提とされることはなくなりました。

　これらの「親の参加」は目的が異なります。しかし長

年、親の参加は「付き添い」という1つの言葉で語られ

てきました。そのため、「仕事やきょうだいの世話がある

のに、病院に泊まり込んで付き添うのは負担だ」という

意見と、「病気の我が子のそばにいたいので付き添いた

い」という意見が混在することがあります。しかし実際

には、何のための付き添いなのかを区別して考える必

要があります。

　こどもの安心や親子のつながりのために親がそばに

いることと、人手不足などを背景に親がこどもの身の回

りの世話を担うことは、同じ「付き添い」と呼ばれていても

意味が異なります。付き添いをめぐる議論を考えるとき

には、これらが混同しないように考えることが重要です。

なぜこどもの入院にだけ付き添いが残っているのか              

　197 0年代後半、「看護への家族の参加」という言葉

が使われるようになり、小児看護においても「親の参

加」が大きな話題として登場するようになりました。

日本小児看護学会初代会長の吉武香代子氏は、小児看

護における「親の参加」を3つに分類しました²）。

小児看護における3つの「親の参加」

この10年間で何が変わったのか

　このように、この10年間で付き添いの実態や課題が

広く認識されるようになり、社会や制度も大きく変わり

つつあります。私がこどもの入院環境をテーマとして研

究を始めた2010年頃と比べると、その流れは大きく変

化してきていると実感しています。

　その背景には、N P O法人キープ・スマイリングの

方々をはじめ、多くの当事者や支援者が、付き添い家族

の声を社会に届け続けてこられたことがあります。

こうした地道な活動が社会の理解を広げて医療や行政

にも影響を与え、今日の制度改正や環境改善につなが

りました。

　本白書もまた、これまでの歩みを記録するとともに、

こどもと家族、そして医療者にとってより良い付き添い

のあり方を考えるきっかけとなり、次の変化につなげる

ための大切な一冊になることを願っています。

おわりに

　 小児看護における「親の参加」の３つの分類

　 １．労力提供型：こどもの食事や排泄の世話、見守りなど、本来は医療機関側が担うべき役割を親が補う参加

　 ２．親子満足型：こどもの安心感や親子のつながりを大切にするための参加

　 ３．学習・訓練型：退院後に必要となる人工呼吸器管理などの医療的ケアを学ぶための参加



変化の全体像
̶̶ 制度は動いた。その変化は付き添う現場に届いたのか。
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■  変化を感じた人はどれくらいいたか
2 0 2 2年以前にも付き添い経験があり、過去1年以内にも付き添いを経験した243名に尋ねた。

■  2 0 2 2年→2025年　主要指標の変化一覧

付き添いを「選べなかった」

病院食の提供なし

熟睡感なし（ない+あまりない合計）

ほぼ毎日入浴できる

体調を崩した経験がある

経済的不安を「とても感じている」

看護師にまかせられない経験あり

仕事を辞めた（退職）

2022年2025年 変化幅 評価

79 . 0%7 3 . 5% - 5 . 5 p t 改善

病院から付き添いを「要請された」 79 . 1%7 5 . 0% - 4 . 1 p t 改善

84 . 1%8 0 . 2% - 3 . 9 p t 改善

85 . 4%8 0 . 0% - 5 . 4 p t 改善

61 . 6%7 0 . 0% +8 . 4 p t 改善

51 . 3%5 8 . 9% +7 . 6 p t 悪化

31 . 0%3 9 . 7% +8 . 7 p t 悪化

61 . 0%6 4 . 5% +3 . 5 p t 悪化

8 . 7%1 2 . 8% +4 . 1 p t 悪化

変化があった
32 . 9%

変化がなかった
43 . 2%

わからない
23 . 9%

付き添い家族の生活環境には一部で改善の兆しも見られる。しかし、家族が実感できる変化はまだ限定的である。
次章から、付き添い家族の生活実態と、この3年間で起きた変化を見ていく。

※ 202 2年n=3 , 6 4 3、2025年n=1 , 1 9 8。

調査概要

調査名称：入院中の子どもに付き添う家族の生活実態調査2025  

調査方法：インターネット調査（Zoho  S u r v e y） 

実施時期：2025年11月28日～2026年1月11日  

有効回答数：1 , 1 9 8名（全国47都道府県）

調査設計・実施：認定NPO法人キープ・スマイリング

分析・報告書作成：情報工房株式会社

調査詳細は、以下からご覧ください。

「入院中の子どもに付き添う家族の生活実態調査2025」調査報告書

h t t p s : / /mom sm i l e . j p / a c t i v i t y / s u r v e y /

当事者調査

子どもの入院は、家族に何をもたらしているのか
―付き添い家族の生活実態から見える現実―

制度が動き始めた今もなお、付き添い家族は食事・睡眠・休息・経済など、
さまざまな負担を抱えています。
全国1 , 1 9 8名の声から、

付き添いの現実と、この3年間で変わったこと、変わらなかったことを見つめます。

第1章

2024年度診療報酬改定、こども家庭庁補助金の創設、日本小児科学会・日本小児看護学会による見解発表など、
この3年間で付き添い入院をめぐる制度は確かに前進した。
では、その変化は付き添い家族に届いているのだろうか。

回答者属性

続柄：母親  9 5 . 3%  

性別：女性  9 5 . 6%  

年代（回答者）：30歳代  5 2 . 8%、40歳代  3 5 . 8%

世帯年収：400～600万円未満  最多  2 6 . 5%

子どもの入院期間：1ヶ月以上  5 9 . 4%

入院していた病院：大学病院  5 2 . 1％、子ども病院  1 8 . 4％

子どもの疾患分類：小児がん 2 3 . 0%、心臓の病気  2 1 . 5%、

　　　　　　　　  神経・筋の病気  1 2 . 2%

自宅から病院までの時間：1時間以上  3 6 . 8%

2022年調査との比較について

本調査では、2022年に実施した「入院中の子どもに付き添う家族の生活実態調査」との比較分析を行っている。

ただし、20 2 5年調査は20 2 2年調査と比較して、回答者の子どもの年齢や付き添い期間が上昇・長期化する傾向がみられた。そのため、単純な全体

比較だけではなく、子どもの年齢や入院期間、病院種別など条件をそろえた分析も行いながら変化を検証している。

本報告書をご覧いただく際には、回答者属性の違いも踏まえながら結果を解釈していただきたい。

変化の主な内容は「面会・付き添いルールの緩和」であり、その多くはコロナ禍における規制からの緩和によるも
のであった。一方、食事・睡眠・見守り体制など、日常生活に関わる環境の変化を実感した人は少数にとどまった。
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0.4%

付き添いの実態̶̶続くケア負担と選択の課題

09 10

■  改善の兆しはあるが、付き添いは今も「選べない」

付き添いを 
「選べなかった」

7 3 . 5%
2022年：79 . 0%（5 . 5 p t改善）

20 2 2年の調査では、「親に選択権がない付き添い」と「労力提供型付き添い」の実態が明らかとなった。
その後、付き添い環境の改善に向けた取り組みが進められてきたが、20 2 5年調査でも多くの家族が付き添いを
選択できず、長時間にわたり子どものケアを担っている状況は続いている。
一方で、付き添いを選べなかった割合や病院から付き添いを要請された割合は減少し、専門職による支援への期
待も高まるなど、変化の兆しも見え始めている。

付き添いを「選べなかった」理由の第1位は、「病院から
要請・必須と言われたから」であった。
2 0 2 2年調査では、多くの家族が「付き添う・付き添わ
ない」を選択できない状況に置かれていることが明らか
となった。2 0 2 5 年調査では、「付き添いを選べなかっ
た」と回答した割合は73 . 5％となり、20 2 2年から5 . 5
ポイント改善した。

また、「病院から付き添いを要請された」と回答した割合
も4 . 1ポイント低下しており、わずかながらではあるが、
付き添いを前提としない方向への変化が見られた。

さらに、配偶者・パートナーが付き添いを交代した割合
も14 . 2ポイント増加しており、付き添いをひとりだけで
抱え込まない動きも広がりつつある。

一方で、依然として約4人に3人が付き添いを選択でき
ておらず、多くの家族が病院からの要請のもとで付き添
いを行っている。改善の兆しは見られるものの、「付き添
う・付き添わないを選べる環境」の実現には、なお大き
な課題が残されている。

付き添い家族は、単に子どものそばにいるだけではない。泊まり込
みで付き添う家族のほぼ全員が精神的支援だけでなく、見守り・検
査同行を行っており、それに加えて、遊び、服薬管理、排泄ケア、清
潔ケア、寝かしつけ、食事介助など、療養生活を支えるさまざまなケ
アを担っている。

特に「見守り」は96 . 7％と最も高く、多くの家族が24時間態勢で子
どもの安全確保や状態観察を担っている実態がうかがえる。また、
服薬管理や排泄ケア、清潔ケアなど、本来は医療職や看護補助者等
が担う業務と重なる内容も少なくない。

さらに、付き添い者の25 . 5％が「1日2 1～2 4時間程度ケアを行っ
ている」と回答しており、この割合は2 0 2 2年調査からほとんど変
化していない。付き添い中は、子どもが眠っている間もナースコー
ルへの対応や見守りを求められることがあり、家族が十分な休息を
確保できない状況も続いている。
また、64 . 5％が「看護師に子どものケアをまかせられないと思った
ことがある」と回答した。背景には、看護師の多忙さへの遠慮や、
「自分がやった方が早い」「付き添っている以上は自分がやるべき
だ」という意識も見られる。
こうした結果からは、付き添い家族が療養生活を支える重要な担い
手となっている一方で、その役割の一部は医療機関の人的資源不
足を補完する形になっている可能性も示唆される。

付き添い家族が求めているのは、看護師だけではない。
「看護師以外に子どもをまかせたい相手」を尋ねたところ、保育士は
2022年、2025年ともに7割を超え、最も高いニーズを示した。

また、チャイルドライフスペシャリスト（CL S）や子ども療養支援士な
ど、病気や入院生活を送る子どもの支援を専門とする職種へのニー
ズは27 . 1％から42 . 9％へと15 . 8ポイント増加した。

こうした結果からは、家族が求めているのが単なる「人手」ではなく、子どもの発達や心理面を理解しながら見守
りや遊び、療養生活を支える専門職であることがうかがえる。
また、付き添い家族の多くは、「本来は看護師にお願いしたいことがあっても頼めなかった」と回答している。看護
師の多忙さを理解しているからこそ、子どもの見守りや遊び相手、気持ちのケアなどを担う専門職の存在が、家族
の安心や休息につながるものと考えられる。
付き添い家族の負担軽減と子どもの療養環境の向上のためには、看護師だけでなく、多様な専門職がチームとし
て子どもと家族を支える体制づくりが求められている。

2025年 2022年

面会のみ

【回答者の付き添い・面会状況】 【付き添いが選べたかどうか】 【付き添いが要請されたかどうか】

【付き添いを交代してくれる人】

付き添い
入院と
面会の両方

６８．２%

２４．５%

7.3%

71.8%

18.3%

９．９%

付き添い
入院のみ

2025年 2022年

選べ
なかった

選べた 26.5%

73.5%

21.0%

79.0%

2025年 2022年

要請
されてない

要請された 75.0%

25.0%

79.1%

20.9%

病院から付き添いを 
「要請された」

7 5 . 0%
2022年：79 . 1%（4 . 1 p t改善）

■  親が担うケアはどこまで広がっているのか（泊まり込み付き添い者  n=1 , 1 1 1）

■  「もっと専門職に関わってほしい」̶ ̶高まる支援への期待

1日のケア時間  
2 1～24時間

2 5 . 5%
2022年も同率（変化なし）

看護師にケアを
まかせられないと思った
経験あり

6 4 . 5%
2022年61 . 0%（3 . 5 p t悪化）

看護師以外にまかせたい人
（2022年v s 2 0 2 5年比較）

保育士

CL S・子ども療養支援士等

食事介助
（授乳、ミルクの準備・哺乳、経管栄養の準備・
注入を含む）

排泄ケア
（オムツ交換を含む）

清潔ケア
（入浴介助、清拭、汚物や嘔吐物の処理など）

服　薬

寝かしつけ

遊　び

見守り
（診察・治療・検査等への同行を含む）

精神的支援
（子どもを抱きしめる、子どもの気持ちを聴く、
子どもとよく話し合うなど）

学習支援

その他

2025年 2022年

2025年 2022年

84.4%

73.5% 72.6%

42.9% 27.1%

88.2%

90.8% 87.8%

87.8% 90.1%

86.2%８０．９%

96.7% 94.3%

８６.0% 78.7%

81.7% 84.4%

88.5% 87.0%

21.0% 15.4%

11.7% 9.0%

交代者はいなかった

配偶者・パートナー

回答者の実母

回答者の実父

回答者の義母

回答者の義父

回答者のきょうだい

そのほかの親戚

友人

交代できなかった 2025年

2022年

25.6%

56.8%
42.6%

14.4%

11.8%
22.2%

9.7%

1.4%
1.4%

5.8%

0.6%
0.3%

1.3%
1.1%

3.9%

その他 3.4%
4.2%

0 10 20 30 40 50 60

0.1%
0.0%

28.6%
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11 12

2 0 2 2年調査では、多くの付き添い家族が「食べられない・眠れない・目が離せない」生活を送り、自身の健康を犠
牲にしながら付き添いを続けている実態が明らかとなった。

202 5年調査では、病院内での入浴環境や睡眠環境などに一定の改善が見られた。コロナ禍で制限されていた設
備利用の再開や、簡易ベッド・寝具の整備が進んだことも背景にあると考えられる。

しかしその一方で、「体調を崩した経験がある」と回答した付き添い者は58 . 9％に増加した。さらに、体調不良に
なっても付き添いを続けた人は57 . 5％にのぼり、その多くが十分な支援を受けられていない。

生活環境には改善の兆しが見られる一方で、付き添い家族の健康への影響は依然として深刻な課題となっている。
付き添い者は体調を崩している。それでも休めない。そして支援も受けられない。

子どもの療養を支える家族自身の健康を、どのように守るのか。今回の調査は、その課題を改めて示している。

また、4人に3人は日中に横になって休める場所がないと回答した。夜間の付き添いだけでなく、日中も十分な休息を取れない状況が続いている。

睡眠環境には改善の兆しが見られるものの、付き添い者が安心して休息できる環境は依然として十分とはいえない。さらなるベッドや
マットレスの改善に加え、ファミリールームや休憩スペースなど、病院内で休息できる場所の確保が引き続き課題となっている。

睡眠・休息に関する困りごとの記述は92 5件あり、その記述内容によって12分類に仕分けを行った。その結果一番多かった記述は「寝
具が悪い」であり、次いで「医療スタッフの出入り・機器アラームで眠れない」「子どものケア・夜泣き・授乳で熟睡できない」と続いた。

付き添い者の8割は依然として十分な睡眠を取れていない。熟睡感については、「全くない」が47 . 6％、「ほとんどない」が32 . 4％を占
め、多くの付き添い者が慢性的な睡眠不足の状態にあることがうかがえる。

付き添い者の約3割は、1日3食を食べられていない。
2食以下と回答した人に理由を尋ねたところ、「食べる時間がなかった」が 6 6 . 6％で最も多く、「節約するために食費を削った」が
43 . 0％で続いた。
食事回数そのものは2022年から大きく変化していない一方で、食費を削った人の割合は増加しており、物価上昇の影響もうかがえる。

また、病院食を提供していない施設は依然として8割を占めている。「有料でも病院食サービスがあれば利用したい」と回答した付き添い
者は65 . 5％にのぼり、食事支援へのニーズは高いままである。付き添い者の食事は、療養環境の一部として捉える必要がある。

食事に関する困りごとの記述は926件あり、その記述内容によって14分類に仕分けを行った。その結果一番多かった記述は「栄養バラ
ンス・健康への影響」であり、次いで「買い物・外出の困難」「食事の飽き・単調さ」と続いた。

新型コロナの影響で、入浴頻度は明確に改善。また、見守りをしてくれる人がいると回答した人（40 . 1％）にその担い手を尋ねたところ、
「保育士」が68 . 2％で最も多く、「看護師」48 . 2％を上回った。20 2 2年と比較すると、「保育士」は11 . 1ポイント増加しており、病院に
おける保育士配置の拡充や役割分担の変化がうかがえる。

睡眠や入浴環境には改善が見られた一方で、付き添い者自身の健康状態については改善傾向が確認できなかった。
体調を崩した経験がある人は5 8 . 9％と2 0 2 2年から増加しており、体調不良になっても5 7 . 5％が付き添いを継続していた。また、
82 . 6％は体調不良時にも十分なサポートを受けられなかったと回答している。
「代わりがいない」「子どもを残して休めない」という状況は依然として続いており、付き添い者自身の健康を守る仕組みは大きな課題と
して残されている。

　　  当事者の声
●体調が悪くても「親がいないと子どもが不安になる」という思いで離れられない。38度の熱があっても付き添い続けた
●自分も受診が必要だったが、子どもを残して病院に行けなかった

■  体調̶̶具合が悪くても休めない

体調を崩した経験あり

5 8 . 9%
2022年51 . 3%（7 . 6 p t悪化）　

体調不良でも付き添いを継続 .

5 7 . 5%
2022年54 . 0%（3 . 5 p t悪化）

体調不良でもサポートを
受けられなかった

8 2 . 6%
2022年79 . 9%（2 . 7 p t悪化）

■  入浴̶̶改善の兆し

ほぼ毎日入浴できる

7 0 . 0%
2022年61 . 6% ( 8 . 4 p t改善 )

1日の食事は２食以下

2 8 . 4%
2022年29 . 7%（1 . 3 p t改善）

■  睡眠・休息環境̶̶日中も夜間も難しい休息

熟睡感なし

8 0 . 0%
2022年85 . 4%（5 . 4 p t改善）

日中に横になって
休める場所がない

7 5 . 5%
2022年79 . 9%（4 . 4 p t改善）

■  食事環境̶̶病院食へのニーズは依然高い

病院食の提供なし　

8 0 . 2%
2022年84 . 1%（3 . 9 p t改善）

　　  当事者の声
●子どもが起きている間は離れられず、子どもが寝てからコンビニに買いに行っていた。なので、子どもと同じ時間に病室で
　ご飯が食べられたらいいなぁと思っていた。
●その都度下のコンビニに買いに行く手間、お金がかかる。栄養が偏る。毎回自分の食事を用意するのが大変で負担だった。
　病院食が出たらよかった

　　  当事者の声
●入浴ができるようになったことは本当にありがたかった。以前はシャワー禁止だったから

　　  当事者の声
●昼間に大人が横になるスペースがなくてつらい。昼間とても眠いときに寝られるスペースが欲しい。またそのときに子どもの
　付き添いを気軽に頼める人が欲しい
●夜間の見回りなどで熟睡ができない。また、子どもと一緒に寝ているので点滴などのルートが怖く寝返りもうてない

週１回以下
1 . 6%

202 5年

週2～３回程度
１７．５%

週4～5回程度
9 . 0%

ほぼ毎日
70 . 0%

入浴・
シャワー浴せず
体を拭くのみ
1 . 9%

202 2年

4 . 2%

11 . 2%18 . 8% 61 . 5%

4 . 2%



経済・仕事への影響――経済的不安の高まり

13 14

2022年調査以降、物価上昇が続くなかで、付き添い家族の経済的負担はさらに大きくなっている。
一方で、付き添い者の職業構成にも変化が見られた。

20 2 2年に最も多かった「専業主婦」に代わり、20 2 5年は「会社員・正社員」が最多となり、働きながら付き添う
家族が増加している。

今回の調査では、経済的不安の高まりに加え、退職や休職を余儀なくされる実態も明らかとなった。

「とても」から「やや」までを合わせると、78 . 1％が経済的不安を感じている。入院期間が長くなるほど、食費・宿泊費・交通費などの負担
は積み重なる。年代別に見ても、20代・30代・40代のいずれにおいても、202 2年調査と比べて経済的不安を感じる人の割合は増加し
ている。
また、長期入院（1か月以上）の付き添い者では退職率が13 . 1％に上昇している。付き添いの長期化により、「仕事か付き添いか」という
選択を迫られる現実がうかがえる。

2022年に最多だった「専業主婦（32 . 6%）」が「会社員・正
社 員（ 3 2 . 0 % ）」に 逆 転 。年 代 別 に 比 較 をし て も 、
20 , 3 0 , 4 0代で会社員率は上がり、20～40代で専業主婦
が減っている。就労しながら付き添う家族が増え、仕事と付
き添いの両立の難しさが、より大きな課題となっている。

「入院してから介護休業または子の看護休暇をとった」「入
院してから休職した」「入院してから仕事を辞めた」の各回
答割合が増加していること、および「その他」の記述内容か
ら、勤務形態を調整しながら付き添いに専念している様子
がうかがえる。長期入院（1か月以上）の付き添い者では退
職率が1 3 . 1％に上昇しており、付き添いが就労継続に大
きな影響を及ぼしていることがうかがえる。

食事や睡眠など生活環境の一部には改善の兆しも見られた。しかし、付き添い家族の多くは依然として経済的不
安を抱え、仕事との両立に悩みながら付き添いを続けている。

「付き添いは家族が担うもの」という前提のもとで支えられてきた小児医療の現場は、共働き世帯の増加や物価上
昇など社会の変化のなかで、大きな転換点を迎えていることがうかがえる。

■  経済的不安が急増

約6割弱の人が1日の往復交通費1 , 0 0 0
円未満で面会に通えているが、3年前と
比較すると3 , 0 0 0 円 以上が 2 2 . 6 %と
2022年より5p t上昇している。

■  面会にかかる交通費̶̶交通費は上昇傾向

上位３項目は「飲食費を削る」7 4 . 3％、
「テレビを見ない」54 . 8％、「洗濯の回数
を減らす」4 4 . 3 ％。これらはいずれも
20 2 2年と比較し回答割合が増加してい
る。また「その他」の回答は6 . 0％で56件
となっており、「個室をやめる・あきらめ
る」など、入院費用を直接抑えるような記
述もあった。

■  付き添い生活の中で節約している・していたこと

経済的不安を 
「とても感じている」

3 9 . 7%
2022年31 . 0%（8 . 7 p t悪化）

■  職業構成の変化̶̶会社員（正社員）が最多に

■  仕事への影響（複数回答）

　　 当事者の声
●フルタイムで働いていたが、付き添いのために休職。「いつ職場に戻れるか」というプレッシャーが付き添い中もずっとあった

　　  当事者の声
●経済的に本当に苦しかった。夫は働き続けなければならず、私一人で付き添い。貯金を崩しながらの付き添い生活だった

2025年

飲食費を削る

入浴の回数を減らす

簡易ベッドを借りない

冷蔵庫を使わない

洗濯の回数を減らす

テレビを見ない

面会の回数を減らす

車中泊する

特になし

その他

2025年

2025年

2022年

2022年

2022年 31.0% 19.7% 20.8% 22.0% 6.5%

とても感じている
39.7%

感じている
19.7%

500円未満
24.7%

500円
～1,000円未満
30.7%

1,000円
～3,000円未満
22.0%

3,000円
～5,000円未満
10.0%

5,000円
～1万円未満
6.0%

～1万円以上
6.6%

やや感じている
18.7%

それほど
感じていない
17.3%

まったく
感じていない
4.6%

指　標 変化幅2022年2025年

職業：専業主婦 -8.1pt32.6%
（最多）

24.5%
（2位）

職業：会社員（正社員） ＋2.8pt29.2%
（2位）

32.0%
（最多）

指　標 変化幅 評　価2022年2025年

仕事を辞めた（退職） ＋4.1pt8.7%12.8% 悪　化

休職した ＋2.5pt9.1% 6.6% 悪　化

子ども病院

病院種別 入院期間 年　代
全　体

大学病院

2025年 38.2%39.7% 42.1%

2022年 31.6%

それ以外

36.2%

23.7%

短　期
（１週間未満）

長　期
（１週間以上）

24.8%

12.6%

41.3%

35.4%

20代

36.1%

36.4%

30代

42.1%

30.0%

40代

38.2%

29.9%36.4%31.0%

変化幅 ＋6.6pt＋8.7pt ＋5.7pt ＋12.5pt ＋12.2pt ＋5.9pt －0.3pt ＋12.1pt ＋18.3pt

【経済的不安を「とても感じている」】

30.2% 26.7% 25.5%

5.3% 4.6%

74.3%

29.9%

21.0%
18.1%

44.3%
40.3%

54.8%

10.7%
14.4%

54.2%

24.1%

4.8%
6.3%

2.8%
2.3%

6.0%
5.4%

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1.4%
0.5%

69.6%

7.7%
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病院調査

2 0 2 4年度診療報酬改定や、こども家庭庁による付き添い環境改善補助金の創設など、
この数年で付き添い環境をめぐる制度は大きく動きました。

では、その変化は現場に届いているのでしょうか。

本調査では、全国の小児病棟を対象に、付き添いの運用実態や家族を取り巻く環境、
人員配置の状況、制度活用の現状について調査を行いました。

病院は付き添いをどのように捉え、どのような課題を抱えているのでしょうか。
そして、子どもと家族を支えるために何が必要だと考えているのでしょうか。

全国の小児病棟の声から、子どもと家族を支える現場の実態と課題を見つめます。

第2章

病院から見た付き添いの実態と課題
―子どもと家族を支える現場で何が起きているのか―

＊診療報酬改定・補助金創設前後での変化を見る項目においては、上記NR I調査のデータと比較しています。

項　目

実施主体
調査時期

対　象    

位置づけ 診療報酬改定・補助金創設後の実態把握

今回の病院調査（KS調査）

認定NPO法人キープ・スマイリング
2025年11月17日～2026年1月31日

小児中核病院・小児地域医療センター等
小児入院医療管理料１～4算定病院 小児中核病院・小児地域医療センター・小児地域支援病院

242施設（配布668件、回収率36 . 2％） 349施設（配布751件、回収率46 . 5%）

【参考】NR I調査

株式会社野村総合研究所（こども家庭庁委託）
調査名称 小児の入院付き添いに関する病院実態調査 入院中のこどもへの家族等の付添いに関する病院実態調査

2023年12月1日～2024年1月15日  
有効回答数

制度検討の基礎資料

小児専門病院
7 . 9%

その他
4 . 5%いいえ

0 . 0%

はい
9 5 . 5%

小児のみの病棟
５５．８%

小児と成人の
総合病棟
3 6 . 4%

2 0 0～２９９床
2 . 1%

3 0 0～3９９床
0 . 8%

5 0 0床以上
0 . 4%

2 0床未満
1 8 . 2%

その他
1 . 7%

1 0 0～1９９床
5 . 9%

5 0～９９床
1 6 . 1%

2 0～4９床
5 4 . 7%

9 1日以上
0 . 5%

不明
1 . 8% その他

2 . 3%
3 0～90日
0 . 9%

１５～30日
1 . 4%

8～14日
1 5 . 1%

～7日
7 8 . 1%

付き添いは子どもにとって必要なのか̶̶。

全国24 2施設の病院に尋ねたところ、95 . 5％が「付き添いにはプラスの効果がある」と回答し、「いいえ」と回答
した病院は1件もなかった。付き添いの効果としては、「子どもの精神的安心」「家族の安心」「医療者と家族の
コミュニケーション」などが多く挙げられた。病気や入院という不安の中で、家族の存在が子どもに安心感を
もたらし、療養生活を支える重要な役割を果たしていると、多くの病院が認識していることがわかる。

また、今回の調査では、「付き添い者に看護の代替をさせる必要がない環境が十分整っている」と回答した病院は
11 . 6％にとどまった。多くの病院が、家族の存在の重要性を認識する一方で、家族に過度な負担を求めない療養
環境の実現には課題があると感じていた。

子どもにとって家族は大切な存在であり、その存在は療養環境の一部でもある。一方で、多くの病院が、家族に過度な
負担を求めない療養環境の実現には課題があると認識していた。今回の調査からは、家族の存在を大切にしながら
も、家族に依存しない体制づくりを模索する現場の姿がうかがえた。

全国４７都道府県から回答が集まり、病院種別では、「小児のみの病棟」が55 . 8％（13 5施設）で最も多く、「小児と成人の混合病棟」が
36 . 4％（88施設）、「小児専門病院」が7 . 9％（19施設）であった。

小児病床数は「20～4 9床」が54 . 7％（1 2 9施設）で最多となり、平均在院日数は「7日以下」が78 . 1％（1 7 1施設）と最も多く、「8～
14日」15 . 1％（33施設）、「15～3 0日」1 . 4％（3施設）と続いた。回答施設の多くは平均在院日数7日以内であったが、長期入院を要
する子どもを受け入れている施設も含まれている。

病床利用率は「70～80％未満」が19 . 7％（38施設）で最多となり、病床利用率50％以上の施設は全体の約8割を占めた。

回答病院属性

病院が感じる付き添いの価値と現実
̶̶付き添いはプラスの効果あり

子どもの精神的な
安心につながる

治癒力が上がる

親の安心につながる

親とのコミュニケーションが
とりやすい

その他

0 50 100 1 5 0 2 0 0 2 5 0

2 2 9

7 0

1 5

1 4 0

1 7 5

【付き添いにはプラスの効果がある】【付き添いの効果（複数回答あり）】

【病院種別】 【病床数】 【平均在院日数】

99 . 1%

30 . 3%

75 . 8%

60 . 6%

6 . 5%

調査詳細は、以下からご覧ください。

「小児の入院付き添いに関する病院実態調査」調査報告書

h t t p s : / /mom sm i l e . j p / a c t i v i t y / s u r v e y /
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付き添う家族に期待する役割としては、「子どもの精神的なサポー
ト」がほぼすべての施設で選択された。次いで、「事故防止の見守
り」、「療養上の世話（食事や着替えの介助など）」、「診療の補助
（与薬など）」の順となった。
病院は家族の存在を、子どもの安心や精神的支えとして重要視し
ている一方で、見守りや日常生活援助など療養生活を支える役割
も期待していることがわかる。

また、「付き添う家族と医療スタッフの役割分担はどうあるとよい
か」という問いに対しては、「家族は子どもの精神的安寧を支える
役割、医療行為は医療スタッフが担う」という考え方が最も多くみ
られた。
一方で、「子どもが家族にしかやらせてくれない場面がある」「マ
ンパワー不足の中では理想どおりに役割分担できない」といった
声も寄せられた。
本来は家族が精神的な支えや育児的な役割に専念できる環境が
望ましいと考えながらも、現実には見守りや療養上の世話などを
家族に頼らざるを得ない場面が存在している。調査からは、理想
と現実のはざまで揺れる小児病棟の実態がうかがえた。

■  家族に期待する役割と、理想と現実のギャップ
小児病棟で行われている付き添いの実際
家族に期待される役割と、その限界　　　　　　

付き添いの運用ルールは病院ごとに異なっており、「希望があれば原則許可」と「病状等に応じて病院から付き添い
を依頼」を合わせると71 . 9％にのぼり、「原則不許可」は1 . 7％にとどまった。小児病棟において、家族の付き添い
は現在も広く行われていることがうかがえる。

一方で、付き添いを認める条件は一律ではない。子どもの年齢や病状、個室利用の有無、家族の希望などを踏まえ、
それぞれの病院が独自に運用していた。

また、「付き添いは年齢や疾患によって必要」と考える病院が最も多く、「家族の選択や希望を尊重したい」という
意見も多く寄せられた。付き添いを原則不要と考える病院は少数であり、多くの医療者が家族の存在を子どもの
療養にとって重要なものと捉えていることが示された。

「家族＝精神的サポート、医療者＝医療行為」という役割分担が理想として共有されている一方で、現実には見守り
や療養上の世話などを家族に依存せざるを得ない場面も少なくない。
今回の調査では、82 . 2％の施設が「付き添い者に看護の代替をさせる必要がない環境は十分とはいえない」と回答
した。家族の存在は子どもの療養にとって重要である一方で、その役割を家族の負担に依存しない形で支える
体制づくりが求められている。

家族の付き添いは、多くの小児病棟で日常
的に行われている。「基本的に付き添いを依
頼」が35 . 5 %と全体の約1 / 3を占める。ま
た、202 3年に野村総合研究所（NR I）が実
施した調査と比較すると、「基本的に依頼」
「原則不許可」が共に3 - 4ポイント減少し、
付き添いが選択できる方向に改善している
ことがわかる。

■  付き添いルールの現状

「年齢・月齢」を条件とする施設が約半数で
あった。「医療的ケアがある」「特定の疾患
がある」と続き、「その他」には「子どもの体
調による」「家族の希望」があった。

■  「条件付きで許可」の条件とは

多くの病院が付き添いを肯定的に捉えてお
り、「年齢ではなく疾患や状態に応じて必
要」とする回答が最も多かった。

■  付き添いに関する考え

入院患者数に対する付き添い家族の割合
について尋ねたところ（n = 2 2 4）、「9 0～
100%未満」が63件で最多となった。

付き添い割合が7 0%以上の施設が合計約
55%に達しており、多くの病院で入院患者
の過半数以上に家族が付き添っている実態
が示された。

一方、1 0%未満、1 0～2 0％未満の施設も
一定数存在し、施設間で大きなばらつきが
認められた。

■  ベッド数に対する付き添い比率

小児全員に付き添いが必要

10%未満

10～20%未満

20～30%未満

30～40%未満

40～50%未満

50～60%未満

60～70%未満

70～80%未満

80～90%未満

90～100%未満

100%

その他

１０歳未満には付き添いが必要

乳幼児には付き添いが必要

年齢ではなく疾患など条件によって付き添いが必要

小児全員に付き添いは原則不要

わからない・回答できない

その他
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9.1%

11.2%

15.7%

44.2%

20.7%

8.5%

8.5%

4.9%

5.8%

5.8%

7.6%

9.8%

16.5%

28.1%

5.4%

3.6%

2.2%

1.8%
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K S調査
2025年

NR I調査
2023年 変化幅付き添いに関する方針

1 . 7% 6 . 3% －4 . 6 p t基本的に付き添いは許可していない

2 3 . 1% 2 0 . 3% ＋２. 8 p t付き添いの希望があった場合、
特定の条件の小児に付き添いを許可

3 6 . 4% 2 9 . 8% ＋6 . 6 p t付き添いの希望があった場合、
原則すべての小児に付き添いを許可

3 5 . 5% 4 3 . 6% －8 . 1 p t子どもの病状を勘案した上、
基本的に付き添いをお願い

医療者と付き添い家族との役割分担について、「付き添い者に看
護の代替をさせる必要がない環境が整っているか」の問いには、
「充分整っている」はわずか11 . 6%（2 8件）にとどまり、「十分と
は言えない」が82 . 2%（199件）と圧倒的多数を占めた。

大多数の施設が課題を認識しており、「その他」の記述を見ると
実際には付き添い者と医療従事者との「線引きが難しい」との回
答が見られ、医療現場での役割分担の難しさが示された。看護補
助者や専門スタッフの充足が、課題解消の鍵となると推測する。

■  付き添い者に看護の代替をさせる必要がない環境――82 . 2%が十分ではない

　　 医療現場の声（フリーコメントより）
●付き添い家族の役割は精神的サポート、授乳など育児面に限定されるべきだと思う
●患者別に個別性があってよい。決めることではなく、十分な話し合いが個々に必要である
●与薬など、家族が行った方が拒否なく受け入れられる場合もある。原則として医療者が担うべきだが、何が患者にとって最善か
　を一緒に考えながら進めていきたい
●かなり難しい。マンパワー的にすべて看護師が行うのは無理。だが家族に看護の代替をさせてはならない。しかし一律のルール
　にもできない

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●家族が付き添わなくても済む環境を整えたいが、スタッフが足りない。日々のことで精一杯で、改善のための検討時間もとれない
●「付き添いをお願いしている」と言いながら、正直なところ「人手不足を家族に補ってもらっている」という実感がある

【付き添い家族に期待する役割（複数回答）】

子どもの精神的なサポート ９8 . 8%

事故防止の見守り 73 . 6%

療養上の世話（食事・着替え等） 58 . 3%

診療補助（与薬等） 31 . 0%

十分とはいえない
8 2 . 2%

その他
6 . 2%

十分整っている
1 1 . 6%

家族は
日常生活や
精神的
サポートに
専念
4 4 . 1%

その他
8 . 1%

無回答・記載なし
1 . 2%

付き添い者に寄り添う
3 . 7%

お願いせざるを得ない
5 . 0%

退院・在宅を
見据えた家族への指導

6 . 2% 個別・状況に
応じた

柔軟な分担
3 1 . 7%

2.5%

1.2%



2 01 9

付き添い家族向けの寝具については、「付き添いベッド」が77 . 4％（179件）で
最も多く、3年前のNR I調査（76％）と比較して大きな変化はみられなかった。
一方、付き添い者の睡眠環境についての困りごとでは、有効回答1 5 3件のう
ち、「寝具の問題」が3 0 . 7％（ 4 7件）で最も多く、次いで「病室スペースの狭
さ」が26 . 1％（4 0件）であった。自由記述では、「ベッドが狭い」「寝具が硬い」
「腰が痛くなる」といった声が多く寄せられ、寝具が用意されていても、十分な
休息につながっていない実態がうかがえた。
また、付き添い家族が利用できるファミリールームや仮眠室を整備している病
院は11 . 6％にとどまっていた。子どものそばで長時間を過ごす家族にとって、
安心して休息できる環境の確保は依然として課題となっている。

■  睡眠・休息環境

面会の受け入れ時間帯について尋ねたところ（n=2 4 2）、「面会時
間を規定している」が78 . 1％（1 8 9件）を占めた。多くの施設で面
会時間が定められており、2 4時間自由に面会できる施設は9 . 1％
（コアタイムなし14件、コアタイムあり8件）にとどまった。

また、1 2歳未満のきょうだいの面会について尋ねたところ、「きょ
うだいの面会は許可していない」が137件で最も多かった。次いで
「テレビ電話などオンライン面会の設備がある」が2 2件、「面会に
年齢制限はない（12歳未満も面会可能）」が15件であった。
感染対策や病棟運営上の理由から面会には一定の制限が設けられ
ている一方で、きょうだいを含む家族との面会機会については施設
間で対応に差がみられた。入院中の子どもにとって、家族とのつな
がりをどのように支えるかは、今後の検討課題の一つといえる。

■  面会・家族とのつながり

洗濯設備の設置状況について尋ねたところ（n= 2 4 2）、「設置している」が79 . 8％（1 9 3件）と約8割を占めた。また、付き添い者向け
シャワー・入浴設備の数については（n=241）、「1つ」が45 . 2％（109件）で最も多かった。
多くの施設で洗濯設備やシャワー設備は整備されている一方、シャワー・入浴設備が1つのみの施設が約半数を占めており、利用できる
人数や時間には限りがあることがうかがえた。また、約1割の施設では付き添い者向けのシャワー・入浴設備が設置されていなかった。

電子レンジや洗濯機、シャワーなどの設備は多くの施設で整備されていた。一方で、付き添い食の提供や十分な休
息環境の確保、きょうだいを含む家族との面会などについては施設間で差がみられた。
付き添い家族の生活環境は少しずつ改善しつつあるものの、子どものそばで長期間生活する家族を支える環境と
しては、なお課題が残されている。

■  洗濯・入浴付き添い家族の食生活に関わる設備の整備状況について尋ねたところ（n=242）、「整備している」が89 . 7％（218件）と約9割を占め
た。電子レンジ、給湯設備、冷蔵庫など、多くの施設で付き添い家族が利用できる設備が整えられていた。
一方、付き添い家族に病院食（常食）を提供している施設（「希望者全員」と「条件付き」の合計）は34 . 4％にとどまり、多くの施設では食
事の確保を家族自身に委ねている実態がみられた。

また、付き添い食を提供していない施設に対し検討状況を尋
ねたところ、「検討していない」と「検討した・しているが難し
い」がそれぞれ49 . 7％（74件）であった。付き添い食の必要
性を認識しながらも、実現に至っていない施設が少なくない
ことがうかがえる。

※ NR I調査は診療報酬改定前（2024年1月）のデータ

付き添い家族の生活環境
食事・睡眠、そして家族とのつながり

入院中の子どものそばで過ごす家族にとって、食事や睡眠、入浴、休息の環境は日々の生活を支える重要な要素
である。また、きょうだいや家族との面会ができるかどうかは、家族関係や心理的な支えにも大きく影響する。
病院調査では、電子レンジや給湯設備、洗濯機、シャワーなど、付き添い家族の生活を支える設備は多くの施設で
整備されていた。一方で、付き添い食の提供や休憩スペースの確保、きょうだい面会への対応などには施設間で
差がみられた。
子どもの療養環境を支えるためには、付き添う家族が安心して食事をとり、休息し、身の回りの生活を維持しながら、
家族とのつながりを保って過ごせる環境も重要である。ここでは、病院が提供している生活環境の実態を見ていく。

２４時間可能
（コアタイムなし）

面会に年齢制限はなし
（１２歳未満も面会可能）

個室のみ面会できる

面会用の部屋で
直接会える

面会用の部屋で
ガラス越しに会える

テレビ電話などオンライン
面会の設備がある

きょうだいの面会は
許可していない

その他
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■  食事環境̶̶設備は整う一方、食事提供には課題

　　 医療現場の声（フリーコメントより）
●電子レンジは設置できたが、食事提供はできていない。費用を誰が負担するかという問題で何年も止まっている
●ベッドは整備できた。でも食事は病院の構造的な問題で進まない。補助金があっても人件費には使えない
●栄養科の人員不足で入院患者の食事提供で精一杯。料金の徴収方法、値段設定、オーダー方法、アレルギー管理も課題
●病院食を提供できるようにしたいが、仕組みづくりが困難。小児患者の入院数減少で予算がおりない

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●寝具・食事の提供などの運用方法や取り決めは、看護師が管理しなければならず、置く場所や衛生面を保持しながらの管理に
　は人手が必要である。看護師の人数が増員されない中、現場の負担になる

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●土日は保育士がいない、看護師の人数も少ないため、シャワー時の患児の見守りに困ることが多い

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●授乳中のきょうだい児を一緒に付き添い入院させてほしいという要望がある　　●きょうだいと会える機会・環境がほしい

【付き添い家族の食生活に
関わる設備の整備状況】

【付き添い食の提供】

病院食「提供していない」 変化なし

【食事環境の変化】

冷蔵庫設置 改　善

電子レンジ設置

KS調査（2025年） NR I調査（2023年）

改　善＋30 . 2 p t

＋2 . 5 p t

＋0 . 7 p t

5 7 . 0%

62 . 0%

65 . 0%

87 . 2%

64 . 5%

65 . 7%

病室スペース
の狭さ
2 6 . 1%

寝具の問題
3 0 . 7%

騒音・生活音による
睡眠妨害
1 6 . 3%

その他
7 . 8%

病室のプライバシー
3 . 3%

問題なし
5 . 2%

夜間の看護師訪室や
アラーム音量による

睡眠妨害
1 0 . 5%

していない
7 . 0%

その他
3 . 3%

希望者全員
にしている
23.5%

条件付きで
している
10.9%

していない
65.7%整備している

8 9 . 7%

9 6 . 8%

76 . 6%

71 . 6%

41 . 7%

28 . 4%

18.3%

15.1%

電子レンジがある

給湯設備（給湯器・
電気ケトル等）がある

冷蔵庫がある

給水機または
給茶機がある

その他

24時間利用可能な
食事の自動販売機がある

冷凍庫がある
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小児病棟の人材配置の現実――支えたいのに支えきれない

21 22

付き添い環境を改善したいという声は多い。しかし今回の調査では、看護師、看護補助者、病棟保育士など、多く
の職種で人員不足が課題となっていた。

特に明らかになったのが「夜間の空白」である。夜間に病棟保育士を配置していない施設は93 . 8％、看護補助者
を配置していない施設は65 . 1％にのぼった。子どもや付き添い家族への支援が必要な夜間において、人員配置
には大きな課題が残されている。

看護補助者、病棟保育士、CL S等の専門職はいずれも十分とはいえず、多くの施設が人材不足を感じていた。その
背景には、採用難、予算不足、制度上の課題など、職種ごとに異なる壁が存在していた。
今回の調査では、小児病棟における「夜間の空白」が初めて全国規模で可視化された。付き添い環境の改善に必
要な人材の重要性は認識されているものの、現場だけでは解決が難しい課題も少なくない。

支援の必要性は共有されている。しかし、人材確保や財源確保には病院だけでは解決できない課題も存在している。
では、この数年で動き始めた制度は、こうした現場の課題解決につながっているのだろうか。

人材不足の背景は職種によって異なっていた。看護補助者
では「募集しているが人が集まらない」が最も多く、人材確
保そのものが課題となっていた。
一方、病棟保育士では「予算の関係上難しい」が最多であ
り、必要性を認識しながらも増員に踏み切れない施設が多
くみられた。
同じ人材不足であっても、求められる対策は一様ではない
ことが示された。

■  当事者調査との接続̶̶夜間の空白が生む現実        

「C L S等の専門職のいずれかを配置しているか」について尋ねたところ（n=2 4 0）、配置して
いる施設は一部にとどまり、「配置していない」が75 . 0%（n=180）であった。
不足の理由としては、「予算の関係上難しい」が最も多く、次いで「報酬上の評価がない」
「人材確保が難しい」が続いた。

■  C L S・子ども療養支援士・HPS等
　　――子どもと家族を支える専門職の配置はまだ一部にとどまる

予算の関係上難しいから

必要を感じていないから

募集しているが人が集まらないから
（条件に合わない場合も含む）

その他
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配置基準を満たす施設は91 . 1％（n=21 5）だったが、「看護職員が必要な人数に対して充足しているか」については「足りていない」が
45 . 2%（n= 1 0 5）と約半数の病院が人員不足を感じていた。制度上の配置基準と、小児病棟が実際に必要とする人員との間にギャッ
プがあることがうかがえる。

■  看護師――配置基準は満たしていても、現場は十分とは感じていない  

日中の看護補助者は92 .0％の施設で配置されている一方、夜間は「配置していない」が65 .1％を占め、日中と夜間で大きな差がみられた。
また、現在の配置人数が充足しているかを尋ねたところ、「充足していない」が62 .1％と約6割を占めた。
日中の支援体制を支える看護補助者であっても、人材確保は容易ではなく、特に夜間の配置には大きな課題があることが明らかとなった。

■  看護補助者――夜間配置は少数。6割以上が「充足していない」

日中の病棟保育士の配置状況について尋ねたところ（n=2 3 9）、「配置してい
る」が76 . 2％（18 2件）と約4分の3を占めた。配置施設では1～3名程度の配
置が中心であり、病棟保育士は子どもの入院生活を支える専門職として広く普
及していることが確認された。
一方、夜間の配置状況について尋ねたところ（n=2 2 6）、「配置していない」が
9 3 . 8％（2 1 2件）と圧倒的多数を占め、「配置している」はわずか6 . 2％（1 4
件）にとどまった。

日中は多くの施設で配置されているにもかかわらず、夜間はほぼ不在であり、今回の調査では小児病棟における「夜間の支援空白」が
初めて全国規模で可視化された。
また、病棟保育士の配置充足状況については、「充足していない」が55 . 8％と半数を超えた。配置は進んでいるものの、現場ではさらな
る増員を求める声が多く聞かれた。

■  病棟保育士――昼はいる、夜はいない。「夜間の空白」が浮き彫りに

　　 医療現場の声（フリーコメントより）
●小児看護は成人の数倍の人手がかかると言われているが、小児病棟の看護師配置が成人と同じ7対1というのはおかしい
●現行の基準では夜勤は看護師2名でよいことになっているが、小児病棟の実態に見合った配置とは言い難い
●付き添いがいなくても可能な環境を整えたい。しかし、そのための人員や環境整備が追いついていない

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●夜中に子どもの処置が必要になった時、本来なら看護師がするべきことを家族にお願いしてしまうことがある。申し訳ないと
　わかっていても、人手が足りない
●夜間の保育士は現実的に無理。でも夜間こそ家族が一番つらい時間。何か支援の仕組みが必要だと感じている

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●増員したが、近隣病院との人材獲得競争が激しく、人材確保が大きな問題となっている
●看護助手については、成人・急性期病棟の補充が優先され、小児病棟まで配置が回らない
●日中の看護補助者も不足しており、夜間配置まで手が回らない
●増員しても診療報酬上の算定が難しく、病院の持ち出しになってしまう

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●夜間に勤務可能な保育士や補助者がいなかった　　●応募がなく、十分な人数を確保できなかった
●保育士が増えた結果、ベッドサイド支援が充実し、付き添い家族の負担が少し減った
●保育園の保育士配置基準と比較しても、小児病棟に必要な人員は十分とはいえない

【病棟保育士の配置（日中〈n=239〉・夜間〈n=226〉）】

日中配置あり（n=182） 76 . 2%

夜間配置あり（n=14） 6 . 2%

【看護保護者の配置（日中・夜間） n=238】

【看護補助者が不足している理由】

日中配置あり（n=219） 92 . 0%

夜間配置あり（n=82） 34 . 9%

夜間の看護補助者配置なし 体調を崩した

夜間の保育士配置なし

病院側（病院調査） 当事者側（当事者調査）

93 . 8% 子どもの夜間ケアが「常にある」

看護補助者 病棟保育士

不足の主な理由① 採用難（39 . 7%） 予算不足（30 . 6%）

不足の主な理由② 予算不足（20 . 2%） 採用難（14 . 9%）

41 . 3%

58 . 9%65 . 1%

配置している
2 5 . 0%

配置していない
7 5 . 0%

夜間の支援体制の不足と、付き添い家族の負担との関連が示唆される結果となった。

■看護補助者は「採用難」、病棟保育士は「予算」が最大の壁



2 4

制度は動き始めている。しかし、その変化はまだ一部の施設にとどまっている。
制度を認識していても取り組みに至らない施設、改善の必要性を感じながらも実行できない施設は少なくない。で
は、現場では何が改善の障壁となっているのだろうか。
次章では、当事者調査と病院調査の結果を重ね合わせながら、なぜ変化が進みにくいのか、その背景にある課題
の構造と改善への手がかりを読み解いていく。

こども家庭庁は、付き添い家族の環境改善を目的とした「付き添い等
環境改善事業」を2 0 2 4年度に創設し、寝具や電子レンジなどの整備を
支援している。

しかし今回の調査では、補助金の存在を「知らない」と回答した施設が
3 3 . 3％にのぼった。また、「知っているが検討していない」を含めると、
約半数の施設が活用に至っていなかった。

自由記述では、「このアンケートで初めて知った」「病棟の誰も知らなかっ
た」といった声もみられた。また、制度の存在は知っていても、「申請方法
がわからない」「対象範囲がわからない」といった理由から活用できてい
ない施設も少なくなかった。

■  補助金の創設――知られていない、活用されていない

４７都道府県　ヒアリング調査結果

制度の変化は現場に届いているのか
診療報酬改定・補助金創設の影響

この数年で、付き添い環境をめぐる制度は大きく動いた。
2024年度の診療報酬改定では、希望して付き添う家族への食事・睡眠への配慮が初めて明記され、保育士や看護
補助者の複数配置を評価する加算も新設された。また、こども家庭庁は付き添い家族の環境改善を目的とした補助
金事業を創設し、病院による環境整備を後押ししている。
では、こうした制度の変化は現場に届いているのだろうか。
今回の調査では、診療報酬改定や補助金制度の認知状況、活用状況、そして実際の取り組みの変化について尋ねた。
その結果、制度の認知や活用は徐々に広がりつつある一方で、多くの施設では依然として大きな変化には至って
いないことが明らかとなった。

2024年度の診療報酬改定では、希望して付き添う家族への食事・睡眠への配慮が初めて明記され、保育士や看護補助者の複数配置に
関する加算も新設された。
加算措置の認知状況について尋ねたところ（n=2 4 2）、「知っている」は72 . 3％であった。一方、「知らなかった」施設も27 . 3％存在し
ており、制度の周知にはなお課題が残されている。

■  診療報酬改定――制度は知られているが、活用は限定的

診療報酬改定後の変化について尋ねたとこ
ろ、保育士を増員した施設は2 2 . 0％、看護補
助者を増員した施設は1 6 . 3％にとどまった。
加算が創設されたものの、多くの施設では人
員配置に大きな変化はみられなかった。

補助金の申請内容について尋ねたところ（n=9 4）、「付き添いベッド」が42件で最多となった。次いで「付き添う家族のスペース作り・
リフォーム（上限750万円）」と「付き添い用ソファベッド」がともに23件、「電子レンジ」20件の順であった。

「その他」の記述は31件あり、その記述内容は「家具・テーブル」など付き添い者が使用するものが書かれていた。

付き添いベッドへの申請が最多であり、家族の睡眠環境改善に対するニーズの高さが示された。寝具類全般への申請が多いことも特徴
的であり、多くの施設が付き添い家族の生活環境を療養環境の一部として捉え、その改善に取り組もうとしていることがうかがえる。

こども家庭庁「入院中のこどもの家族の付添い等に関する環境改善事業」の実施状況を、各都道府県への電話ヒアリング
およびウェブアンケートにより確認した（調査実施期間：2025年12月、2026年6月）。

令和 8 年度に本補助事業を実施予定の自治体は 2 9 都 道府県となり、令和 7 年度実施済みの 1 1 都 道府県から大きく増加
していることが確認された。一方で、実施予定なしは8都道府県、担当部署未定は8都道府県、未定は2都道府県であった。

担当部署が定まらず、病院への周知やニーズ把握に至っていない地域もみられた。制度は着実に広がりつつあるものの、
全国的な活用促進に向けては、自治体における実施体制の整備と情報共有の強化が課題であることが明らかとなった。

2 0 2 6年6月ヒアリング調査結果

■2025年度
　実施済み：11都道府県
  （青森・岩手・千葉・東京・神奈川・　
　福井・静岡・大阪・兵庫・広島・大分）

■2026年度　
　実施予定：29都道府県

　（うち、今回新たに実施予定：18県）
　●実施予定なし：8都道府県
　●担当部署未定：8都道府県
　●未定：2都道府県

■  増員は2割前後にとどまる

改定後に付き添い家族の食事・睡眠への配慮に取り組んだ施設は25 . 3％であった。

取り組み内容としては、付き添い食の提供や弁当注文システムの導入、簡易ベッドやマットレスの整備などが挙げられた。

一方、取り組みに至っていない・検討していない理由について尋ねたところ（n=1 4 4）、「変化させるために資金が足りないから」が63
件で最多となった。次いで「どのように変化すればいいかわからないから」が48件、「変化に向けて考える人員がいないから」が43件、
「変化に向けて考える時間がないから」が25件であった。

「その他」の記述では、「入院日数が短いため必要性を感じていない」「すでに配慮を行っている」などの回答がみられた。
取り組みを実施した施設では一定の効果が確認されている一方で、資金、人員、時間、情報不足など複数の要因が改善の障壁となってい
ることが明らかとなった。

■  食事・睡眠への配慮に取り組んだ施設は4分の1

　　  医療現場の声（フリーコメントより）
●補助金があることを今回の調査で初めて知った。もっと早く教えてほしかった
●付き添い環境の改善は本当にしたい。でも病院だけではどうにもならない。国が制度として打ち出してくれれば動ける

検討したが
取り組んで
いない
2 4 . 9%

検討していない
3 7 . 3%

その他
1 2 . 4%

取り組んだ
2 5 . 3%

申請した
（令和6・7年度）

1 7 . 5%

実施予定  2 9件
( 6 1 . 7% )

実施予定なし 8件
( 1 7 . 0% )

未定  2件
( 4 . 3% )

担当部署未定  8件
( 1 7 . 0% )

申請する
方向で検討中

（令和8年度以降）
1 6 . 3%

検討したが
申請はしない
ことにした
4 . 6%

検討していない
（知っているが
検討していない）

1 5 . 8%

その他
1 2 . 5%

検討していない
（予算が付いた
ことを知らない）

3 3 . 3%

2 3

【取り組みに至っていない・検討していない理由】

検討したが
増員していない
3 6 . 1%

検討したが
増員していない
3 4 . 2%

その他
0 . 5%

増員していない
（検討していない）

4 1 . 4%

増員していない
（検討していない）

4 9 . 5%

増員した
2 2 . 0%

増員した
1 6 . 3%

【保育士】 【看護補助者】

変化させるために
資金が足りないから

どのように変化すればいいか
　　　　　　　　わからないから

変化に向けて
考える人員がいないから

変化に向けて
考える時間がないから

その他

0 10 20 3 0 4 0 5 0 6 0 7 0

4 3 . 8% 63

2 1 . 5%

33 . 3% 48

3 1

2 9 . 9% 43

2 51 7 . 4%
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なぜ変わらないのか、どうすれば変わるのか

現実を変えるために

制度は動き始めています。
それでも、多くの家族は「変わっていない」と感じています。

病院も変えたいと思っています。
しかし、人材不足や財源不足など、

現場だけでは解決できない課題も存在しています。

なぜ、そのギャップは生まれるのでしょうか。
子どもにとって大切な人がそばにいて、必要な時には周囲の支えを頼ることができる。

そのような療養環境を実現するために、私たちは何を変えていく必要があるのでしょうか。

本章では、当事者調査と病院調査の結果を重ね合わせながら、
付き添いをめぐる課題の構造を見つめ直します。
そして、海外の事例や子どもたち自身の声を通して、
これからの小児医療と家族支援のあり方を考えます。

第3章

このように、制度や学会の提言は大きく前進しています。しかし、その変化はなぜ現場に十分届いていないので
しょうか。

次ページからは、当事者調査と病院調査の結果を重ね合わせながら、「家族」「病院」「制度」のそれぞれに存在す
る課題を整理し、その背景にある構造を見ていきます。

2 0 2 4年  厚生労働省　令和６年度診療報酬改定
付き添い家族の食事・睡眠への配慮が初めて算定要件に明記。看護補助者配置への加算、保育士の複数配置への
加算が新設。

2 0 2 5年  こども家庭庁「入院中のこどもの家族の付添い等に関する環境改善事業」補助金創設
付き添い家族の生活環境改善を目的としたリフォーム、寝具・電子レンジ等の整備費補助が創設。
（事業主体は都道府県、補助率は国・自治体が1 / 2ずつのため、自治体での予算化が必要）

2 0 2 4年  公益社団法人  日本小児科学会
「入院しているこどもの家族の付き添いに関する見解」公表
見解の趣旨：こどもの入院に対する家族の付き添いは成人の入院と同じに考えるべきではない。家族と共にいる
ことはこどもの権利であり、メンタルヘルスの安定・治療的観点からも有益。付き添いありでも付き添いなしでも
入院できる状況にすることが望ましく、どちらを選択しても、こどもと家族のwe l l - b e i n gが保障される病院環境
の整備・診療報酬の見直し・社会制度の変革を望む。
全文：https://www.jpeds.or.jp/uploads/files/20240925_nyuin_kodomo_tsukisoi.pdf

2 0 2 5年  一般社団法人  日本小児看護学会
「入院中のこどもへの家族等の付き添いに関する日本小児看護学会の考え方」公表
見解の趣旨：看護の立場から、入院中のこどもへの家族の付き添いをめぐる現状と課題を整理し、看護職としての
考え方を示した文書。付き添い家族の負担軽減と、看護の専門性の確保、そしてこどもの権利の保障を三位一体
で実現することを目指す。
全文：https : / / j s chn .o r . j p /fi l e s /2025/02/入院中のこどもへの家族等の付き添いに関する学会の考え方（小児看護政策委員会）.pd f

【両学会共通の見解】
日本小児科学会（2024年）と日本小児看護学会（2025年）が相次いで見解を発表したことは、「付き添い問題は
個人の問題ではなく、医療・制度・社会が解決すべき構造的課題である」という認識が専門家集団の間で共有され
たことを意味します。両学会が共通して記している内容は以下の通り。

●権利：こどもと家族が一緒にいることは権利　　　 ●有益性：付き添いはメンタルヘルス・治療的に有益
●家族負担：食・睡眠・経済面の負担は深刻な課題 　●役割の明確化：付き添いは看護の代替であってはならない
●制度改革：診療報酬・施設基準の見直しが必要   　 ●人員配置：保育士・看護補助者等の配置拡充が必要

【制度・政策の動き】
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なぜ現場は変わらないのか
当事者調査と病院調査から見えた5つの課題

当事者調査（n= 1 , 1 9 8）と病院調査（n= 2 4 2）を重ね合わせると、付き添い環境の改善に向けて、今なお残る
課題が見えてきます。
今回の調査では、付き添い者の体調悪化は3年前より増加し、経済的不安も深刻化していました。
一方で、病院側も付き添い環境の課題を認識しながら、十分な改善に踏み出せていない現状が明らかになりました。
当事者と病院、それぞれの調査結果は決して対立するものではありません。
むしろ、双方が同じ課題を認識しながらも、現場だけでは解決できない現実が浮かび上がっています。
その背景にあるのは、家族や病院だけでは解決できない、人材・財源・制度の課題です。

これらの課題は、それぞれ独立して存在しているわけではありません。人材不足、財源不足、制度上の制約などが
複雑に絡み合い、付き添い家族と病院の双方に影響を及ぼしています。

次ページでは、当事者調査と病院調査から見えてきた課題の全体像と、改善に向けた方向性を整理します。

病院調査では、付き添いベッドや電子レンジなど、付き添い環境の整備が進んでいることが確認されました。
一方で当事者調査では、依然として多くの付き添い者が十分な睡眠を取れておらず、食事を我慢したり、簡単なもので済ませたりする状況が続いてい
ました。「提供している」と「届いている」の間に大きな乖離があり、条件が厳しく実質的に使えない場合や、案内が不十分な場合が考えられます。また、
ベッドがあっても熟睡できない̶̶子どもの夜間ケア・アラーム・不安感が睡眠を妨げている状況が見えました。体調を崩す割合も悪化しています。

ベッドや設備の整備は重要な前進。しかし、子どもの夜間ケアや見守りの負担が大きい中では、それだけでは十分な休息に
つながっていない。

課題3 環境整備は少し前進しているが、まだ厳しい。「食べられない・眠れない・目が離せない」

ギャップ

病院の実態
●ベッド提供 74.4%、電子レンジ 87.2%
●希望者全員・条件付きで病院食を提供 34.4%
●食と睡眠への配慮に取り組んだ 25.3%

当事者の実態
●病院食なし 80.2%。有料食事サービス利用希望 65.5%
●熟睡感なし 80%。
●体調を崩した 58.9%

明らかになったこと

ギャップの解釈

病院の多くは、家族の付き添いについて「子どもの精神的サポート」を主な役割として認識しています。しかし実際には、付き添い者の多くが見
守り、排泄ケア、清潔ケア、服薬管理など、日常的なケアを担っていました。
子どもにとって家族の存在は大きな支えです。一方で、付き添い者が本来の「親としての役割」を超えてケアを担う状況が続いていることも明ら
かになりました。

家族には「精神的サポート」が期待されている一方で、現場では看護や療養生活を支える重要な役割も担っている実態がある。

課題1 「精神的サポート」に特化できず「看護の代替」にならざるを得ない

ギャップ

病院の実態
●付き添い家族への役割期待：
精神的サポート（98.8%）、事故防止の見守り（73.6%）、
療養上の世話（58.3%）、診療補助（31.0%）

当事者の実態
●担っている役割
見守り（96.7%）、精神的支援（90.8%）、排泄ケア（87.6%）、
服薬（86.0%）

明らかになったこと

ギャップの解釈

小児医療関連学会は、付き添いは家族の選択によって行われることが望ましいと提言しています。
また、子どもにとって家族の存在は大きな安心につながるものであり、多くの家族も「そばにいたい」と考えています。
しかし現実には、安心して付き添える環境や、必要な時に休息や用事のために離れられる環境が十分とはいえません。
病院調査では改善の取り組みもみられましたが、当事者調査では「実質的に選択肢がなかった」「離れられなかった」という声が少なくありませ
んでした。

家族が子どものそばにいることと、家族が負担なく過ごせること。その両方を実現する環境づくりが求められている。

課題2 家族が安心して寄り添い、必要な時に離れられる環境が十分ではない

ギャップ

病院の実態
●付き添いを選択できる環境づくりの必要性を認識
●付き添いの交代や離席を柔軟に認める取り組みも始まって　
　いる

当事者の実態
●実質的に付き添い以外の選択肢がなかった
●子どもを一人にできず、休息や用事のために離れられ
　なかった

明らかになったこと

ギャップの解釈

病院調査では、夜間に配置されている保育士や看護補助者が極めて少ない実態が明らかになりました。
一方で当事者調査では、多くの付き添い者が夜間にも頻繁なケアや見守りを担っており、睡眠不足や体調悪化の要因となっていました。

付き添い者が最も孤立し疲弊しやすい夜間に、支援体制は最も手薄になっている。
このギャップが体調悪化の一因でもあり、夜間支援の不足は、付き添い環境改善における大きな課題の一つである。

課題4 夜間こそ支援が必要なのに、支援がない

ギャップ

病院の実態
●夜間の病棟保育士配置なし 93.8%
●夜間の看護補助者配置なし 65.1%
　夜は支援が極端に薄い。

当事者の実態
●夜間ケアが「常にある」41.3%・「結構ある」27.1%
●深夜に子どものケアを一人で担い、体調悪化58.9%
●熟睡感なし80%

明らかになったこと

ギャップの解釈

病院調査では、多くの病院が現在の付き添い環境に課題があることを認識していました。また、付き添い者への配慮や支援の必要性についても
高い共通認識がみられました。当事者調査では、体調悪化や経済的不安がむしろ深刻化していることが明らかになっています。

病院も家族も課題を認識している。それでも改善が十分に進まない背景には、人材不足、財源不足、制度上の制約など、現場だけでは解決
できない構造的な課題が存在している。

課題5 課題は共有されている。それでも変わりきれない

ギャップ

病院の実態
●親の付き添いにプラス効果を認める 95.5%
●看護代替させない環境が十分でない 82.2%

当事者の実態
●体調悪化 51.3%→58.9%（+7.6pt）
●体調不良でもサポートを受けられなかった 78.9%→82.6%（+2.7pt）
●経済的不安をとても感じている 31.0%→39.7%（+8.7pt）
●退職・離職が増加した 8.7%→12.8%（+4.1pt）

明らかになったこと

ギャップの解釈
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子どもから見た付き添い
̶̶かつて長期入院していた子どもたちの声

付き添いを考えるとき、最も大切にすべきなのは子ども自身の声です。
今回、子どもの頃に長期入院を経験した10代・20代の若者たちに、
当時の思いや今だから感じることを聞きました。

「親にそばにいてほしかった」
「一人で過ごす時間も大切だった」
「家族以外にも支えになった人がいた」

子どもたちの声は決して一つではありません。だからこそ、大人が付き添いの
形を決めるのではなく、その子自身の思いに耳を傾けることが大切です。

付き添い入院問題の全体像と改善への方向性
子どもと家族が安心して過ごせる療養環境の実現に向けて

病院は課題を認識し、家族も大きな負担を抱えている。それにもかかわらず改善が十分に進まない背景には、人材
不足、財源不足、制度上の制約など、現場だけでは解決できない構造的な課題があります。付き添い環境の改善
は、病院や家族だけの努力では実現できません。国や自治体による制度整備、企業や市民社会による支援など、社
会全体で支える仕組みづくりが求められています。

子どもたちの声から見えてきたのは、「付き添いが必要か、不要か」という単純な話ではありませんでした。
体調が悪いときや不安なときには、大切な人にそばにいてほしい。一方で、自分でやってみたい気持ちや、一人に
なりたい時間もある。そして家族以外にも支えになってくれる人がいる。
子どもが望む関わり方は、年齢や病状、その時々の気持ちによって変化します。
だからこそ大切なのは、大人が一方的に付き添いの形を決めるのではなく、子どもの声に耳を傾けることです。
子ども、家族、医療者が対話を重ねながら、その子にとって最善の付き添いのあり方を一緒に考え、必要に応じて
「付き添う」「付き添わない」を選択できる環境が求められています。

●つらい治療で、怖かったり不安な中、親は甘えられる、自分に寄り添ってくれる存在だったので、必要だった。
●毎日、院内学級の授業が終わると母が面会に来ていて、今日も来てくれる安心感があった。
●安心できた。 そばに居てくれて嬉しかった●看護師不足

●看護補助者不足
●病棟保育士不足
●CL S等不足

●小児医療の不採算性
●病院経営の厳しさ

●子どもの入院に対しての休職制度、
　収入補填制度がない
●企業など職場の理解がない、
　仕事と付き添いの両立が難しい

●休憩室不足　　●個室不足　　●付き添いベッドの質　　●付き添い食未整備

●寄付・募金・ボランティア活動
●企業連携、人事制度での
　病児家族支援の強化
●支援団体による外部サポート

病気や治療への不安の中で、親の存在は大きな支えになっていました。

「  親がそばにいてくれる安心  」

●親といると「こんなこと言っていいのかなぁ」と考えてしまって、あまりしゃべらなくなっていた。
●親がずっと一緒にいると、自分ができることも手を出されて、挑戦が阻害されることもあると思う。
●最初の検査入院では付き添ってほしかったが、慣れてくると親から離れられる夜の時間は少し大人になった気分で楽しかった。
●治療が辛いとかは言えなかった。 痛いとか苦しいとかも一言も言えなかった。 弱音を吐くところがなかったのは辛かった。 
　病気の事で両親はよく泣いていたけど、 私も本当は泣きたかったけど泣けなかった。

一方で、子どもたちは成長する存在でもあります。親には言えない気持ちや、
自分でやってみたい気持ちも語られました。

「  でも、ずっと一緒が正解でもない 」

●同室の子。寝る前までおしゃべりできたのが嬉しかった。
●CL S、院内学級の先生。親でもない、医療者でもない距離感が、ほどよい緊張感と安心感につながった。
●看護師さん。 治療が辛くてもそばに居てくれた。本音を言えた。

「  家族以外にも支えがある 」

子どもと家族を中心とした療養環境の実現
安心して付き添える環境、安心して離れられる医療体制

【改善の方向性】必要な支援の4本柱

❸環境整備の遅れ

家族への依存が発生（無償・無制限）
●見守り・監視　　●療養上の世話　　●診療補助　　●精神的支援→これだけを親に期待したいにもかかわらず

＋社会的支援不足❷小児医療の財源不足❶小児医療の人材不足

▼しかし、制度的な支援なき「依存」が問題を生んでいる▼
【構造的課題】小児医療の脆弱な基盤＋社会的支援のなさ

大前提：子どもにとって家族の存在は不可欠

子どもたちの声が教えてくれること

❹地域・市民による支援

入院中の子どもにとって、家族のそばにいることは心身の回復を支える重要な要素です。子どもにとって大切な人がそばにいて
くれることは「子どもの権利」でもあります。病院調査では、95 . 5%の病院が「家族等による付き添いは、入院児と取り巻く関係
者へのプラスの効果がある」と回答しています。（病院調査  n=24 2、2025年）親も子どものそばにいることを望んでいます。

▼

付き添い家族への負担
●食事困難　　●睡眠不足　　●休息困難　　●離職・休職　　●きょうだいとの分離

    

▼

子どもへの影響（病児・きょうだい児）
▼

▼

❸制度整備❷環境整備❶人材配置の充実

●診療報酬の見直し
●国・自治体の補助金制度の
　拡充
●病院支援策の強化

●食事の提供
●睡眠環境の確保
●休憩スペースの整備
●面会環境の改善

●看護補助者
●病棟保育士
●CL S等専門職
●見守り支援

調査概要

●回答者：学童期までに半年以上の長期
　入院を経験した現在10-20代の男女5名

●実施方法：ウェブフォーム

●実施時期：2026年５月～6月

※子どもの感じ方や希望は一人ひとり
　異なります。本ページでは、長期入院を
　経験した若者たちの声の一部を紹介
　しています。

子どもたちを支えていたのは家族だけではありませんでした。
同室の友達、病棟保育士、CL S、院内学級の先生など、「親でも医療者でもない存在」が

安心できる居場所になっていました。
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子どもと家族を支える環境を考える 
̶̶海外の小児医療から見えるもの

子どもが入院するとき、親はどのような存在として捉えられているのでしょうか。また、子どもと家族が安心して
過ごすために、病院にはどのような環境や支援が整えられているのでしょうか。

今回、アメリカ・ボストン小児病院で勤務する佐々木奈央医師に寄稿いただくとともに、アメリカ・カナダの小児病院
で働く医師13名に、アンケートに回答いただく形で付き添い環境や家族支援の実態について伺いました。

医療制度や文化的背景は異なりますが、海外の実践から見えてくる考え方や工夫は、日本のこれからを考える
ヒントになるかもしれません。

今回の調査から見えてきたのは、「付き添う・付き添わないを選べること」だけではありませんでした。
親が子どものそばにいることは自然なことであり、そのこと自体が子どもの安心や回復を支える大切な要素とし
て捉えられていました。
その一方で、親だけに負担を集中させないために、休息できる環境や専門職による支援体制が整えられていました。
「親子は一緒にいるのが当たり前」。その前提の上で、「安心して付き添えること」と「安心して誰かに頼れること」
の両方を支える仕組みがある――。
海外の実践は、日本のこれからの小児医療と家族支援を考える上で、大きな示唆を与えてくれています。

＊調査結果レポートは「つきそい応援団」病院向けコラムコーナーからお読みいただけます。

海外調査から見えた5つの特徴

❶  親子は一緒にいることが「権利」として保障されている

1 3名中11名が「子どもの権利として保障されている」、2名が「原則推奨」と回答した。付き添いは例外的配慮
ではなく、小児医療の前提として位置づけられていた。

●付き添いが当然と考えられ、長期に及ぶ入院で保護者が何日も来院しないと、
　逆に家庭環境を調査する傾向があります
●米国では付き添う親は当然の存在で、親が回診に参加することが推奨されています

❷  家族はケアチームの一員

親は子どもの代弁者であり、医療者との橋渡し役として位置付けられていた。
回診への参加や情報共有も重視されている。

●親はチーム医療の一員であり、患者と医療者との橋渡しを担う存在です
●普段の家庭での様子や好き嫌いを聞くことで、より良い看護ができます。看護チームの重要な一員と考えて
　います

❸  家族が安心して生活できる環境が整えられている

ほぼすべての病院で個室が基本であり、保護者用ベッドやシャワー・トイレが整備されていた。また、W i - F iや
ランドリー、ファミリーセンターなども設置され、家族が休息しながら生活や仕事を続けられる環境づくりが行
われていた。

●全室個室で、付き添い用のソファベッドとシャワー・トイレが完備されています
●院内にはファミリーセンターがあり、洗濯や休息ができます。Wi - F iも利用でき、保護者が仕事を続けられる
　環境も整っています

❹  家族だけに負担を集中させない支援体制がある

ソーシャルワーカー、チャイルドライフスペシャリスト（C L S）、ボランティアなどが家族支援を担い、親だけに
負担を集中させない体制が整えられている。

●家族の心理的・社会的支援を行うソーシャルワーカーがいます
●CL Sやボランティア、音楽療法士など、多職種が子どもと家族を支えています
●親も休みを取ることが重要という認識が強い

❺  「家族を支えること」も医療の一部

子どもの治療だけでなく、家族を支えることも小児医療の重要な役割として捉えられている。家族が安心して
付き添える環境を整え、多職種で支えることは、結果として子どもの療養環境を支えることにもつながっている。

●私の勤務先の病院のポリシーは Fam i l y  Cen t e r ed  Ca r e  といって、家族全体にケアを提供するものです
●親しい身内の存在は安心感を与え、回復に良い影響を与えます

アメリカの主幹小児病院における付き添いは「完全に自由」であり、医療上の必要性ではなく「親子
は一緒にいるもの」という共通認識を前提に、大半の親が付き添いを選択している。

1 .  柔軟な面会と充実した生活環境
面会は24時間可能で、病室ごとの人数制限はあるものの、きょうだいの面会も許容されるなどルール
は極めて緩やかである。夜間の付き添いは大人1人に限られるが、病室内にはカーテンで仕切られた
スペースにセミダブルのソファベッドが備わり、全室にシャワー・トイレが完備されている。さらに、院内
には冷蔵庫や電子レンジを備えたファミリールーム、コインランドリー、庭、多宗教対応の祈祷室が
あり、ソーシャルワーカーや牧師による精神的ケア、ボランティアによるサポート体制も充実している。

2 .  徹底した役割分担と看護体制
付き添い者が医療行為の一部を負担することは厳格に禁じられている。授乳や投薬、ベッド上の清拭
などは医師の指示のもと看護師が行い、親が関わる場合も看護師の監視・指導下に限定される。院
内に中央ナースステーションはなく、看護師は病室のすぐ外のデスクで待機する。親が不在の際も、
看護師が寄り添ったりボランティアが相手をしたりする体制が整っている。

3 .  日本との医療システムの構造的な違い
日本との決定的な違いは、小児医療の集約化と徹底した短期入院化にある。アメリカでは入院コスト
が極めて高いため、不必要な入院は避けられる。心臓カテーテルは日帰りや翌朝退院、開心術でも当
日早朝の来院が通常であり、入院延日数を短縮することで、入院期間中の医療・看護労働力を集約さ
せている。長期入院の多くはリソースが豊富な主幹小児病院に集約され、地域総合病院は短期の急
性期医療を担うという明確な役割分担がなされている。

アメリカ主幹小児病院における付き添いの現状
佐々木 奈央

（ボストン小児病院 小児循環器画像診断部）

佐々木 奈央（ささき なお）
ボストン小児病院循環器科スタッフ・ハーバード大助教。
2003年東京医科歯科大卒。NYでの研修、フロリダの小児病院勤務を経て2022年より現職。
専門は複雑先天性心疾患の画像診断。主治医として日々心臓病の子供の診療にあたる。

寄　稿
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入院中の子どもとその家族が
笑顔でいられることが、

すべての中心。

●子どもと家族が安心して一緒に過ごせる
環境を整える                          

●子どもと家族の食事・睡眠・休息環境を改善する

●病棟保育士やCL S、多職種による支援体制を　　
充実させる　　　　　　　　　　　　　　　　  

●子どもと家族と医療者が対話を通じて　　　　　　
子どもにとって最適な療養環境・　　　　　　　　
付き添いの形を考える　　　　　　　　　　　　  

●付き添い休暇や柔軟な働き方を
　整備する

　●入院中の子どもを持つ従業員を
　　支援する

　　●病院や支援団体への物資・
　　　資金提供を行う

　　　　●子どもと家族を支える
　　　　　活動へ参画する

●付き添い入院の現状を知る

●家族や医療者の声に耳を傾ける

●寄付やボランティアを通じて支援に参加する

●課題を身近な人へ伝え、社会的関心を広げる

●入院中の子どもと家族を子育て支援の
　対象として位置づけ、生活支援を充実させる
　（食費・交通費・宿泊費等）

●付き添い家族への就労・経済支援を充実させる

●病院の付き添い環境改善を後押しする

　　●小児医療を支える人材配置と財源を確保する

　　　　　  ●子どもと家族が安心して過ごせる
               療養環境づくりを制度面から支える

みんなで支える̶̶ それぞれにできる一歩

変化は、すでに始まっている

未来へのアクション

当事者調査と病院調査からは、多くの課題が見えてきました。
しかし同時に、全国では少しずつ変化も生まれています。

付き添い環境の改善に取り組む病院。子どもと家族を支える市民や企業。
そして、より良い社会を目指して活動する支援団体。

付き添い環境の改善は、病院だけでも、家族だけでも実現できません。
だからこそ、

それぞれの立場からできることを持ち寄りながら、少しずつ前へ進んでいます。

誰か一人の努力ではなく、みんなの寄り添いによって未来は変えられます。

第4章
付き添い入院の課題は、家族だけでも、病院だけでも解決することはできません。

本白書で見てきたように、その背景には人材、財源、制度、社会の理解など、さまざまな要因が複雑に関わっています。
だからこそ必要なのは、誰か一人が頑張ることではなく、それぞれの立場からできることを持ち寄ることです。

子どもと家族をまんなかに、病院、支援団体、企業、市民、国や自治体が力を合わせることで、付き添い環境は少し
ずつ変えていくことができます。

この白書を閉じた後、ぜひあなた自身の立場からできる一歩を考えてみてください。

付き添い環境は、まだ十分とはいえません。それでも、病院では改善の取り組みが始まり、支援の輪は全国に広がり、
制度も少しずつ動き始めています。

子どもと家族が笑顔でいられる療養環境は、決して遠い未来の理想ではありません。すでに全国で、その実現に
向けた挑戦が始まっています。

この白書が、その輪をさらに広げる一歩となることを願っています。

制度と仕組みを整える

 国・自治体

家族と社会をつなぐ

 支援団体

 子どもと家族

理解と支援の輪を広げる

 市民・私たち

仕事と付き添いの両立を支える

 企業

療養環境を支える

 病院

●付き添い中の家族への生活・
　情報支援を行う

●当事者の声を集め、社会へ届ける

●病院・企業・行政との連携を
　促進する

　　　●孤立しがちな家族の
　　　　居場所やつながり
　　　　をつくる
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　　  取り組みのポイント
●家族439名へのアンケートで付き添いの困りごとを可視化

●ベッドやソファの刷新、サークルベッドの拡大を実施

●看護補助者（メディカルアシスタント）の24時間配置を開始

●付き添い食の改善やセルフオーダー導入を検討

●補助金を活用しマッサージチェアを導入

●病児保育室を院内へ移転し、家族の休息環境を整備

付き添い環境改善に取り組む病院の実践事例
全国の小児病棟から届いた、4つのチャレンジストーリー

病院の規模も、運営主体も、地域も異なる4つの病院。しかし共通していたのは、「今のままでよいのだろうか」と
立ち止まり、子どもと家族の声に向き合いながら改善を続けていることでした。

家族へのアンケートをもとに環境改善を進めた病院。食事提供の仕組みを試行錯誤しながら育ててきた病院。多
職種や地域と連携しながら病院全体で取り組みを進めた病院。そして、子どもと家族が安心して過ごせる環境
づくりに挑戦している病院。

付き添い環境の改善に唯一の正解はありません。それぞれの病院ができることから一歩を踏み出し、その積み重
ねが子どもと家族の療養環境を少しずつ変えています。

この4事例はほんの一例です。全国には、食事や休息環境の改善、見守り体制の充実、家族の心のケアなど、さま
ざまな角度から付き添い環境の改善に取り組んでいる病院があります。
今回ご紹介した病院も、それぞれ異なる環境や条件の中で、子どもと家族の声に耳を傾けながら取り組みを重ね
ていました。その方法も、家族へのアンケート、食事支援、休息環境の整備、組織横断的な改善活動、運用ルールの
見直しなどさまざまです。
付き添い環境の改善に唯一の正解はありません。しかし、この4つの事例に共通していたのは、「子どもと家族の
ために、まずできることから始めてみる」という姿勢でした。
変化は、特別な病院だけが起こせるものではありません。小さな一歩の積み重ねが、子どもと家族の療養環境を変
えていきます。本白書が、その一歩を踏み出そうとしている病院の後押しとなれば幸いです。

もっと知りたい方へ ──  「つきそい応援団」病院向けコラム

全国の病院では、食事や睡眠環境の改善、見守り体制の充実、病棟保育士や多職種による支援など、さまざまな工夫や取り組みが行わ
れています。キープ・スマイリングが運営するウェブサイト「つきそい応援団（h t t p s : / / t s u k i s o i . j p）」では、こうした付き添い環境
改善の実践事例を病院向けコラムとして随時紹介しています。
「他の病院ではどのような取り組みをしているのだろう」「自院でも何か始めたいが、何から取り組めばよいかわからない」̶ ̶そんな時は、
ぜひご覧ください。また、付き添い環境改善に取り組まれている病院の取材先も募集しています。ぜひお気軽にお声がけください。

大分こども病院
▶  家族の声を起点に、付き添い環境の改善を続ける私立小児専門病院

事例1

　　  成果・現場の声

　　  この事例から見えてくること

●「1日3 0分でも休める時間が欲しい」「保育士がいること
　で精神的に安定できた」などの声が寄せられた

●家族の声をもとに、付き添い環境を継続的に見直す仕組み
　づくりが進んでいる

●看護部長は「社会のニーズに対応した取り組みに挑戦した

　い」と語る

大分こども病院の取り組みからは、付き添い家族の声を継続的に聞き、その声を改善につなげていくことの重要性が見えてくる。
家族の声を起点とした環境改善は、病院の規模や運営主体を問わず参考になる取り組みである。

　　  取り組みのポイント
●付き添い環境改善を病院全体の課題として位置づけ

●サービス向上委員会を中心に多職種で改善を推進

●付き添い食の提供や電子レンジ設置を実施

●ファミリールームを開設し休息環境を整備

●企業や支援団体との協働による環境改善を推進

東京都立小児総合医療センター
▶  院長のリーダーシップのもと、多職種が連携して付き添い環境改善を推進

事例3

　　  成果・現場の声

　　  この事例から見えてくること

●付き添い家族が温かい食事をとり、休息できる環境が整備
　された

●ファミリールーム開設により、病室を離れて過ごせる選択肢
　が生まれた

●院長は「家族を支えることは、子どもを支えることそのもの」
　と語る

東京都立小児総合医療センターの取り組みからは、付き添い環境改善を病院全体の課題として共有し、多職種や地域と連携しながら
推進していくことの重要性が見えてくる。院長のリーダーシップと組織横断的な取り組みが、大きな変化につながることを示している。

　　  取り組みのポイント
●「家族の選択制付き添い導入プロジェクト」を立ち上げ

●医師、看護師、感染管理室、事務等による多職種チームで制度設計

● 2 0 2 6年3月より選択制付き添いの試験運用を開始

●「家族は看護業務の代替ではない」を原則として運用

●安全性と公平性に配慮しながら本格導入を検討中

北里大学病院
▶  原則付き添い不可だった大学病院が、多職種協働で「選択制付き添い」を試験導入

事例4

　　  成果・現場の声

　　  この事例から見えてくること

●「付き添えなかったとしたら、子どもはずっと泣い
　ていたと思う」と利用家族は語る

●「選べる環境が大事」「大切な人とそばにいられる
　権利を守りたい」とプロジェクトメンバーは語る

● 2 0 2 6年5月時点で6例を実施し、家族・患児双方
　の不安軽減が確認されている

北里大学病院の取り組みは、「付き添いを認めるか認めないか」という二項対立ではなく、医療安全を担保しながら家族が選択
できる環境をどう実現するかを追求した事例である。家族を看護業務の代替とせず、医療者と家族がそれぞれの役割を担う協働
体制を構築したことで、「子どもと家族が共に過ごす権利」と「安全な医療提供」の両立を目指している。

　　  取り組みのポイント
●付き添い家族への食事提供を開始

●看護部と栄養課が連携して運用を構築

●試行と見直しを重ねながら改善を継続

●電子カルテを活用した食事提供体制を整備

●家族も療養を支える存在として病院全体で推進

　　　　　　

日本赤十字社愛知医療センター名古屋第二病院
▶  多職種で試行錯誤を重ねながら、付き添い家族への食事支援を形に

事例2

　　  成果・現場の声

　　  この事例から見えてくること

●付き添い家族が病室を離れずに温かい食事をとれる環境
　づくりが進んだ

●食事提供を通じて、家族の負担軽減や安心感の向上に
　つながっている

●現場では「まず始めてみて、課題を見つけながら改善を
　続けている」という声が聞かれた

日本赤十字社愛知医療センター名古屋第二病院の取り組みからは、完璧な仕組みを目指すのではなく、まず実践し、試行錯誤を重ねながら
改善していくことの大切さが見えてくる。付き添い環境改善は、一度の改革ではなく継続的な見直しによって前進していくことを示している。
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子どもが入院しても、子どもと家族みんなが
笑顔でいられる社会へ
キープ・スマイリングの取り組み

認定NPO法人キープ・スマイリングは、20 1 4年の設立以来、入院中の子どもに付き添う家族への支援と、付き
添い環境の改善に取り組んできました。

私たちが大切にしているのは、子どもにとって大切な人がそばにいられることです。病気や入院という不安の中
で、家族の存在は子どもの安心や回復を支える大切な力になります。

一方で、その時間が家族の自己犠牲の上に成り立つものであってはなりません。家族が安心して付き添うことが
でき、必要なときには安心して休息し、周囲の支えを頼ることができる。そのような療養環境を実現することが
私たちの願いです。

そのために私たちは、家族への直接支援に加え、病院支援、情報発信、実態調査や政策提言など、多面的な活動を
行っています。

ひとりの付き添いを、みんなの寄り添いに。

子どもと家族、医療者、企業、行政、市民がつながりながら、よりよい療養環境づくりを目指しています。

入院中の子どもと家族を支えることは、子どもの療養環境そのものを支えることです。

私たちはこれからも、家族や病院への直接支援と社会への働きかけの両輪で、子どもと家族が笑顔でいられる
社会の実現を目指していきます。

厚生労働省記者クラブで
調査結果発表

❶  家族への直接支援
付き添い家族が少しでも
心身の負担を軽減できるよう、
「食」「もの」「交通費」の支援を
行っています。

●ミールdeスマイリング（累計10 , 0 0 0食超）
　　→病院・ファミリーハウスへの食支援

●付き添い生活応援パック（累計14 , 0 0 0家族超）
　　→長期付き添い者へ食・生活用品の詰め合わせ
　　　箱を提供

●付き添い生活応援パックライト
　（導入病院数60、累計10 , 0 0 0名超）
　　→緊急入院・短期入院家族へ入院初日を支える
　　　食・物品提供

●交通費支援

「あなたはひとりじゃない」というメッセージとともに、
支援を必要とする家族へ直接届けています。

❷  病院支援
付き添い 環 境 の 改 善に取り組む病 院を応 援して
います。

●付き添い家族向け物品寄贈

●電子レンジ・マットレス等の設備支援
　　→支援企業、奉仕団体のご紹介

●付き添い環境改善事例の共有
　　→環境改善に関するアンケート実施・共有

●見守りサポーター事業（準備中）

●物品寄贈プラットフォーム運営（準備中）

病院ごとに異なる課題に寄り
添いながら、現場とともに改善
を進めています。
お気軽にお問い合わせください。

❸  情報支援
付き添い家族と医療者が必要
な情報にアクセスできる環境
づくりを行っています。

●つきそい応援団ウェブサイト
 　（月間１万アクセス）

　●テーマ別・病院別クチコミ

　●全国支援団体情報

　●付き添い生活支援コラム

　●病院向けコラム（環境改善好事例など）

●付き添い応援ハンドブック

経験者の知恵や全国の実践事例を共有し、付き添い
家族の不安や負担を軽減するとともに、付き添い環
境の改善に繋げることを目指しています。

❹  制度改善・社会啓発
個別支援だけでは解決できない課題を社会に伝え、
制度改善につなげる活動を行っています。

●付き添い当事者実態調査

●病院実態調査

●付き添い白書発行

●政策提言・制度改善への働きかけ

●学会出展

●講演、一般向け啓発イベント

●メディア発信

現場の声を社会に届け、子ども
と 家 族 、医 療 者 が より良 い
環境で過ごせる仕組みづくり
を進めています。

支援の広がり

私たちが目指す社会

2 0 2 3

団体設立

2 0 1 4

付き添い家族への食事支援
「ミール d e スマイリング 」
開始

2 0 1 5

長期付き添い家族向け
「付き添い生活応援パック」
開始

2 0 2 0 2 0 2 2

病院への直接支援開始、付
き添い環境改善に向けた病
棟支援を拡大

2 0 2 4

緊急入院・短期付き添い家
族向け「付き添い生活応援
パックライト」開始

付き添い当事者向け調査・
病院向け付き添い実態調査
実施

付き添いクチコミサイト
「つきそい応援団」オープン

付き添い当事者向け全国実
態調査実施

2 0 2 5

家族をつなぐ「交通費支援」
開始

「付き添い白書2025」発行
病 院 支 援・情 報 支 援・制 度
改善活動をさらに強化

2 0 2 6

付き添う場合 付き添わない
（付き添えない）場合

どちらを選んでも安心できる社会の実現を目指しています。

安心して子どもに付き添える環境と
安心して子どもをまかせられる医療体制の両方が保障される社会を。

前提：子どもにとって大切な人がそばにいる「子どもの権利」が守られる
子どもと家族が笑顔でいられる療養環境
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安心して子どもをまかせられる
医療体制があり、
いつでも触れ合える環境

●看護体制の充実
●病棟保育士・CL S等の支援
●見守り体制
●多職種によるサポート

親が健康を損なうことなく、
経済的負担も少なく
安心して付き添える環境

●十分な食事
●十分な休息
●経済的不安の軽減
●交代や外出ができる環境

活動の全体像


